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（単位：円）

資産の部
  Ⅰ流動資産

　 　 現金及び預金 2,959,439,130

　 　 有価証券 4,938,118,253

　　  前払金 602,225

　 　 未収収益 16,216,538

　 　 未収入金 143,253,870

　　　賞与引当金見返（注） 13,492,416

流動資産合計 8,071,122,432

　Ⅱ固定資産

　  １有形固定資産

        建物 20,480,109

　　　　　減価償却累計額 △ 529,918 19,950,191

　   　 工具器具備品 108,356,896

　　  　　減価償却累計額 △ 28,887,300 79,469,596

　　　　リース資産 572,425
　　　　　減価償却累計額 △ 524,723 47,702

有形固定資産合計 99,467,489

　  ２無形固定資産

　   　 ソフトウェア 279,767,789

無形固定資産合計 279,767,789

 　 ３投資その他の資産

　　 　 金銭の信託 29,892,542,565

　　  　長期性預金 3,632,000

　　  　投資有価証券 7,553,076,032

        敷金・保証金 9,566,777

　　　　退職給付引当金見返（注） 50,014,356

投資その他の資産合計 37,508,831,730

固定資産合計 37,888,067,008

資産合計 45,959,189,440

負債の部

  Ⅰ流動負債

　    運営費交付金債務（注） 169,536,000

　 　 預り補助金等（注） 154,737,245

　　　支払備金 59,938,054

　　  未払金 918,488,389

　　  未払費用 2,781

　    預り金 1,682,245

　    仮受金 57,225

　　　引当金

　　　　賞与引当金 13,492,416

　　　リース債務 35,827

流動負債合計 1,317,970,182

  Ⅱ固定負債

　　　資産見返負債（注）

　　　　資産見返運営費交付金 379,200,247 379,200,247

　　  給付準備金

　　 　 給付原資準備金 42,301,635,479

　　 　 付利準備金 962,351,929

　　 　 調整準備金 918,419,544 44,182,406,952

　　　引当金

　　　　退職給付引当金 50,014,356

固定負債合計 44,611,621,555

負債合計 45,929,591,737

純資産の部

　Ⅰ資本剰余金

　　　資本剰余金 9,566,777

　　　　資本剰余金合計 9,566,777

　Ⅱ利益剰余金

　　　積立金 9,982,557

　　　当期未処分利益 10,048,369

　　　（うち当期総利益 10,048,369 ）

利益剰余金合計 20,030,926

    純資産合計 29,597,703

負債純資産合計 45,959,189,440

貸　借　対　照　表
（特例付加年金勘定）
（令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

年金事業費 752,632,004

その他業務費 512,750,912

一般管理費 172,487,313

財務費用 1,685

臨時損失 5,678,911

損益計算書上の費用合計 1,443,550,825

Ⅱ 行政コスト 1,443,550,825

行政コスト計算書

（特例付加年金勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）
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（単位：円）

経常費用
　年金事業費
　　給付金 239,010,383
　　運用諸費 7,215,600
　　運用損失 503,940,601
　　国庫返還金 2,781
　　支払備金繰入 2,462,639 752,632,004
　その他業務費
　　給与・賞与及び手当 52,838,805
　　法定福利費・福利厚生費 10,133,673
　　退職給付費用 3,441,178
　　その他人件費 3,076,417
　　業務委託費 221,603,854
　　賃借料 666,793
　　減価償却費 92,879,686
　　保守・修繕費 63,275,279
　　通信運搬費 10,452,526
　　旅費交通費 2,013,280
　　消耗品費 1,354,546
　　備品費 16,369
　　諸謝金 49,064
　　賞与引当金繰入 6,131,928
　　その他 44,817,514 512,750,912
　一般管理費
　　役員報酬 11,877,769
　　給与・賞与及び手当 51,306,356
　　法定福利費・福利厚生費 10,725,373
　　退職給付費用 2,716,451
　　その他人件費 4,726,956
　　賃借料 32,400,372
　　減価償却費 3,684,609
　　保守・修繕費 2,183,994
　　水道光熱費 1,794,506
　　通信運搬費 1,443,469
　　旅費交通費 765,224
　　消耗品費 1,136,631
　　備品費 5,603,131
　　諸謝金 306,351
　　賞与引当金繰入 7,360,488
　　その他 34,455,633 172,487,313
　財務費用
　　支払利息 1,685 1,685

経常費用合計 1,437,871,914

経常収益
　運営費交付金収益（注） 576,266,764
　運用収益
　　受取利息 5,263,368
　　有価証券利息 87,000,637 92,264,005
　給付準備金戻入 100,592,644
　補助金等収益（注）
　　特例付加年金助成補助金 559,734,755 559,734,755
　農業者老齢年金等勘定より受入 40,600
　資産見返運営費交付金戻入（注） 98,804,057
　資産見返補助金等戻入（注） 933
　賞与引当金見返に係る収益（注） 13,492,416
　退職給付引当金見返に係る収益（注） 6,157,629
　財務収益
　　受取利息 11,027 11,027
　雑益 3,043,721

経常収益合計 1,450,408,551
経常利益 12,536,637

臨時損失
　固定資産除却損 2,488,268
　減損損失 3,190,643 5,678,911

臨時利益
　資産見返運営費交付金戻入（注） 3,190,643 3,190,643

当期純利益 10,048,369
当期総利益 10,048,369

損　益　計　算　書
（特例付加年金勘定）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

9,566,777   －  －  9,982,557      －  9,982,557      19,549,334    

当期変動額 

9,982,557      △9,982,557 －  －  

10,048,369     10,048,369     10,048,369     10,048,369    

－  －  9,982,557      65,812 10,048,369     10,048,369     10,048,369    

9,566,777   －  9,982,557      10,048,369     10,048,369     20,030,926     29,597,703    

積立金への振替

純資産変動計算書

（特例付加年金勘定）

純資産合計
積立金

当期首残高

前中期目標期間
繰越積立金

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)
運営費交付金

Ⅰ 資本剰余金 Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

うち当期総利益
(又は当期総損失)

利益剰余金(又は
繰越欠損金)合計

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得

当期末残高

(２) その他

当期純利益(又は当期純損失)

当期変動額合計

(１) 利益の処分又は損失の処理
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（単位：円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

特例付加年金の給付による支出 △ 239,104,049
原材料、商品又はサービスの購入等による支出 △ 410,621,178
人件費支出 △ 161,297,399
その他業務費支出 △ 18,550
運用収入 121,485,774
運営費交付金収入 756,459,000
国庫補助金等収入 559,852,434
国庫補助金等返還による支出 △ 3,780,039
その他業務収入 3,375,305

小計 626,351,298
利息の支払額 △ 1,685

業務活動によるキャッシュ・フロー 626,349,613

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
信託資産の取得による支出 △ 393,521,957
信託資産の解約による収入 300,000,000
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 4,020,863,376
有価証券の償還による収入 4,052,516,952
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 187,206,727
長期性預金の預入による支出 △ 3,632,000
その他の支出 △ 306

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 252,707,414

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 245,252

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 245,252

Ⅳ資金増加額 373,396,947
Ⅴ資金期首残高 2,586,042,183
Ⅵ資金期末残高 2,959,439,130

キャッシュ・フロー計算書
（特例付加年金勘定）

（令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 10,048,369
当期総利益 10,048,369

Ⅱ 利益処分額
積立金 10,048,369

利益の処分に関する書類
（特例付加年金勘定）
（令和７年７月３１日）
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（重要な会計方針）

１　運営費交付金収益の計上基準

２　減価償却の会計処理方法

５　給付準備金の計上根拠及び計上基準

６　有価証券及び金銭の信託の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

（２）金銭の信託

７　キャッシュ・フローの資金の範囲

９　消費税等の会計処理

（３）リース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３　賞与引当金の計上基準

４　退職給付に係る引当金の計上基準

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しており
ます。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引
当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

　退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引
当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月２１日改訂）並びに「『独立
行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下
「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

　定額法を採用しております。

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
売買目的有価証券……時価法（売却原価は移動平均法により算定）

８　リース取引の処理方法
　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。
　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。

時価法

税込方式によっております。

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっておりま
す。

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて計上しております。

給付準備金

　業務達成基準を採用しております。なお、総務課等の管理部門の活動については、期間進行基準を採用し
ております。

　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～１５年
工具器具備品　　　　　３～２０年

　独立行政法人農業者年金基金の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成１５年農林水
産省令第１００号）第２４条及び「独立行政法人農業者年金基金の財政運営に係る取扱い」（平成１５年１
０月１日付け１５経営第３４８３号（令和４年１月３１日最終改正）。以下「財政運営通知」という。）第
４に基づき計上しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

　資金の期末残高

　法人税等及び国庫納付額

（損益計算書関係）
　ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、４，８７０円であり、当該影響額を除いた当期総利
益は１０，０４３，４９９円であります。

重要な見積要素を含む受給権者経理における給付原資準備金　　　　３，４１６，２９０，７９６円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　①　算出方法

　当法人は基金法第４２条に基づき年金給付及び死亡一時金に充てるべき準備金を積み立てることとされて
おり、（重要な会計方針）の「５　給付準備金の計上根拠及び計上基準」に記載のとおり、給付準備金とし
て給付原資準備金、付利準備金及び調整準備金を計上しております。
　財政運営通知第４の１の（２）により翌事業年度以降の年金及び死亡一時金の給付のために必要とされる
額として、年度末時点の債務である年金額の総額を基に、将来の支払時期ごとの支払額を、年度末時点の市
中金利により割り引いて求めた現在価値の合計額となります。
　なお、年金及び死亡一時金の額は、独立行政法人農業者年金基金法施行規則（平成１５年農林水産省令第
９５号）第１３条により農林水産大臣が定める予定利率及び予定死亡率を用いて算定することと定められて
おります。

　　②　主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等
　受給権者経理における給付原資準備金は、予定利率と市場利率とが乖離し、又は予定死亡率と実際の死亡
の状況とが乖離することで過不足が生じる可能性があります。このようなリスクに備え、農業者年金事業の
給付を安定的に行うため、調整準備金を積み立てることが定められています。

１，４４３，５５０，８２５円

６，１５７，６２９円

６，１５７，６２９円

　　期末における退職給付引当金

　　簡便法で計算した退職給付費用

１，２５１，２９７，３０４円

３，７０１，２５７円

　現金及び預金残高

２　機会費用の計上方法

　機会費用
　独立行政法人の業務運営に関して
　国民の負担に帰せられるコスト

１　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

（重要な会計上の見積り）

（行政コスト計算書関係）

　給付準備金
（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した金額

△２，７８１円
△１９５，９５１，９９７円

　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用は、当該職員が国又は地方公共団体
に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、独立
行政法人農業者年金基金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職手当支給規程を参
考に計算しております。

　行政コスト
　自己収入等

４７，５８４，８５５円

（２）退職給付に関連する損益

３　確定拠出制度

　　　退職給付の支払額

　　　当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、３８０，７０５円であります。
４　退職等年金給付制度

２　確定給付制度

　　　当法人の確定拠出制度への要拠出額は、２，７９３，０２０円であります。

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

５０，０１４，３５６円

６，１５７，６２９円

１　採用している退職給付制度の概要
　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定拠出制度並びに国家公務員
共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。
　非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給
付引当金及び退職給付費用を計算しております。

　　　退職給付費用

２，９５９，４３９，１３０円
２，９５９，４３９，１３０円

　　期首における退職給付引当金

　　　　　退職給付費用合計

△３，７２８，１２８円

（退職給付に係る注記）
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（単位：百万円）

※百万円未満は切り捨て

※百万円未満は切り捨て

（５）敷金・保証金 9 9 0

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合にはそれらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（金融商品関係）

　年金給付等準備金の運用については、基金法第４３条に基づき安全かつ効率的に行うよう努めており、
「年金給付等準備金運用の基本方針」（平成１５年１０月２日認可・制定）により、運用状況、運用結果を
資金運用委員会へ報告を行い、運用結果の評価を行っております。また、運用状況、運用結果については、
独立行政法人農業者年金基金中期計画により、四半期ごとに情報を公開しております。

１　金融商品の状況に関する事項

　特例付加年金については、年金給付に充てるべき準備金として、基金法第４２条により、特例付加年金助
成補助金を年金給付等準備金として積み立てることが規定されており、年金給付等準備金については、同法
第４３条により有価証券の取得、金融機関への預金及び信託会社への信託により運用しております。

２　金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　また、現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

貸借対照表計上額 時価 差額

1,711 △2

（１）有価証券 4,938 4,935 △2

（２）金銭の信託 29,892 29,892 －

　　　売買目的有価証券 3,224 3,224 －
　　　満期保有目的の債券 1,713

3 3
（４）投資有価証券 7,553 7,204             △348
（３）長期性預金 0

３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベ
ルに分類しております。

　レベル１の時価：　同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：百万円）

　レベル２の時価：　レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し
　　　　　　　　　　た時価
　レベル３の時価：　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券
　売買目的有価証券
　　　国債 3,224 － － 3,224
金銭の信託 － 29,892 － 29,892

資産計 3,224 29,892 － 33,116

7,204             △348　　　満期保有目的の債券 7,553
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※百万円未満は切り捨て

場所
東京都港区

種類
建物

用途
事務所運営のための設備

建物

（４）回収可能サービス価額の算定方法

（２）減損の認識に至った経緯

帳簿価額
3,190,643

　令和６年１２月１６日付けにて上記固定資産の賃貸借契約が終了し、同日付で退去が完了したため、減損
の認識に至ったものであります。

（固定資産の減損関係）
　減損を認識した固定資産に関する事項

 （１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

　上記固定資産については、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相
当額は、令和６年１２月１６日付けにて賃貸借契約が終了していることから０円とし、帳簿価額を全額減損
損失として計上しております。

減損額のうち損益計算書に計上した額
3,190,643

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
（単位：円）

種類
─

減損額のうち損益計算書に計上していない額

（単位：円）

敷金・保証金 － 9 － 9

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券

1,582

　満期保有目的の債券

3

　　　国債 129 － － 129
　　　政府保証債 － 1,582 －
長期性預金 － 3 －
投資有価証券
　満期保有目的の債券

2,390

　　　国債 1,328 － － 1,328

141

　　　地方債 － 1,908 － 1,908
　　　政府保証債 － 2,390 －

8,928

　　　特別な法律により

          法人の発行する債券 － 1,435 － 1,435

　　　社債 － 141 －

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券

資産計 1,457 7,471 －

金銭の信託
　金銭の信託の信託財産の構成物である有価証券については、取引金融機関から提示された価格によってお
り、構成物のレベルに基づき、レベル２に分類しております。

　投資有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格によるものはレベル１の時価に分類して
おります。公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合は、レベル２の時価に分類しており
ます。

　有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格によるものはレベル１の時価に分類しており
ます。公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合は、レベル２の時価に分類しておりま
す。

投資有価証券

敷金・保証金
　敷金・保証金については、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２に分類しております。

長期性預金
　長期性預金については、新規に同様の運用を行った際に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。
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時
　

　
価

区
　

　
分

種
類

及
び

銘
柄

売
買

目
的

有
価

証
券

計

国
債

（
第

1
回

利
付

国
債

(
4
0
年

)
、

他
）

国
債

（
第

3
4
0
回

利
付

国
債

(
1
0
年

)
）

計

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

無
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

） 合
　

　
計

区
　

　
分

投
資

そ
の

他
の

資
産

満
期

保
有

目
的

の
債

券
政

府
保

証
債

（
政

府
保

証
第

3
0
回

日
本

政
策

投
資

銀
行

債
券

、
他

）

資
産

の
種

類
期

首
残

高

銘
　

　
柄

券
面

総
額

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計
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３
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

賞
与

引
当

金
1
2
,
2
2
4
,
9
8
4

 
1
3
,
4
9
2
,
4
1
6

 
1
2
,
2
2
4
,
9
8
4

－
1
3
,
4
9
2
,
4
1
6

 

４
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

区
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

退
職

給
付

引
当

金
4
7
,
5
8
4
,
8
5
5

 
6
,
1
5
7
,
6
2
9

 
3
,
7
2
8
,
1
2
8

5
0
,
0
1
4
,
3
5
6

 

５
．

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

当
期

振
替

額
等

の
明

細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細
（

単
位

：
円

）

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
資

本
剰

余
金

小
　

　
計

1
9
2
,
5
9
3
,
0
0
0

7
5
6
,
4
5
9
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

9
4
,
9
4
6
,
9
9
1

9
2
,
3
4
9
,
1
3
3

－
7
6
3
,
5
6
2
,
8
8
8

 
1
5
,
9
5
3
,
1
1
2

1
6
9
,
5
3
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

①
運

営
費

交
付

金
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

：
円

）

費
用

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

農
業

者
年

金
事

業
2
0
5
,
8
9
8
,
1
2
5

 
 
 
 
 
 

2
0
2
,
4
5
9
,
4
7
3

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
5
1
,
8
3
4
,
9
6
4

 
業

務
委

託
費

:
3
5
,
5
2
0
,
5
7
1

 
そ

の
他

:
1
1
5
,
1
0
3
,
9
3
8

年
金

資
産

の
運

用
2
7
,
6
6
4
,
7
0
1

 
2
7
,
1
7
4
,
1
1
7

 
 
人

件
費

:
2
0
,
1
9
3
,
4
4
3

 
通

信
運

搬
費

:
1
,
7
1
7
,
9
9
2

 
そ

の
他

:
5
,
2
6
2
,
6
8
2

制
度

の
普

及
推

進
等

1
9
9
,
9
3
9
,
5
0
0

 
 
 
 
 
 

1
9
9
,
3
7
7
,
5
6
7

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
9
,
4
0
7
,
8
5
0

 
業

務
委

託
費

:
1
8
6
,
0
8
3
,
2
8
3

 
そ

の
他

:
3
,
8
8
6
,
4
3
4

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

1
4
2
,
7
6
4
,
4
3
8

 
 
 
 
 
 

1
4
0
,
2
6
1
,
9
8
6

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
5
5
,
4
0
0
,
7
3
3

 
賃

借
料

:
3
2
,
4
0
0
,
3
7
2

 
そ

の
他

:
5
2
,
4
6
0
,
8
8
1

合
計

5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

5
6
9
,
2
7
3
,
1
4
3

 
 
 
 
 
 

②
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
、

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
及

び
資

本
剰

余
金

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

：
円

）

振
替

額
振

替
額

振
替

額

農
業

者
年

金
事

業
4
7
,
5
1
5
,
2
9
4

 
9
2
,
3
4
9
,
1
3
3

 
－ 

年
金

資
産

の
運

用
－ 

－ 
－ 

制
度

の
普

及
推

進
等

－ 
－

－ 

法
人

共
通

4
7
,
4
3
1
,
6
9
7

 
－ 

－ 

合
計

9
4
,
9
4
6
,
9
9
1

 
9
2
,
3
4
9
,
1
3
3

－

(
３

)
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

額
の

明
細

（
単

位
：

円
）

相
殺

額

農
業

者
年

金
事

業
6
,
3
9
4
,
4
4
8

 

年
金

資
産

の
運

用
2
,
1
2
3
,
2
9
9

 

制
度

の
普

及
推

進
等

8
8
8
,
5
0
0

 

法
人

共
通

6
,
5
4
6
,
8
6
5

 

合
計

1
5
,
9
5
3
,
1
1
2

 

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替

主
な

使
途

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

:
9
2
,
3
4
9
,
1
3
3

セ
グ

メ
ン

ト

区
分

期
末

残
高

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

引
当

金
見

返
と

の
相

殺

主
な

相
殺

額
の

内
訳

賞
与

引
当

金
見

返
:
7
0
2
,
3
7
0
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

1
8
6
,
1
3
0

賞
与

引
当

金
見

返
:
5
,
2
8
8
,
8
2
6
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

1
,
2
5
8
,
0
3
9

主
な

使
途

建
物

付
属

設
備

等
:
2
0
,
4
8
0
,
1
0
9
、

什
器

等
：

1
7
,
9
9
2
,
9
9
7
、

そ
の

他
：

8
,
9
5
8
,
5
9
1

セ
グ

メ
ン

ト

運
営

費
交

付
金

の
主

な
使

途

摘
要

区
分

当
期

交
付

額
期

首
残

高

摘
要

サ
ー

バ
：

4
7
,
0
3
5
,
7
2
5
、

そ
の

他
：

4
7
9
,
5
6
9

賞
与

引
当

金
見

返
:
4
,
4
6
6
,
7
8
0
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

1
,
9
2
7
,
6
6
8

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替

賞
与

引
当

金
見

返
:
1
,
7
6
7
,
0
0
8
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

3
5
6
,
2
9
1

当
期

振
替

額

主
な

使
途

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

へ
の

振
替

引
当

金
見

返
と

の
相

殺
額

期
末

残
高

運
営

費
交

付
金

収
益

主
な

使
途
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(
４

)
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
：

円
）

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－ 

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－ 

配
分

留
保

額
1
6
9
,
5
3
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

計
1
6
9
,
5
3
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

６
．

運
営

費
交

付
金

以
外

の
国

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

補
助

金
等

の
明

細
（

単
位

：
円

）

預
り

補
助

金
等

収
益

計
上

そ
の

他

特
例

付
加

年
金

助
成

補
助

金
5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
－ 

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－

合
 
 
　

計
5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
－ 

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－

区
　

　
分

法
人

運
営

上
の

不
測

の
事

態
に

備
え

る
た

め
留

保
し

て
い

る
額

使
用

見
込

み
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高 当
期

交
付

額
摘

要
左

の
会

計
処

理
内

訳
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７
．

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

令
和

６
年

４
月

１
日

～
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）
（

単
位

：
円

）

農
業

者
年

金
事

業
年

金
資

産
の

運
用

制
度

の
普

及
推

進
等

計
法

人
共

通
合

計

Ⅰ
．

行
政

コ
ス

ト

損
益

計
算

上
の

費
用

合
計

5
4
9
,
5
4
8
,
0
2
3

 
 
 
 
 
 

5
4
0
,
9
4
9
,
1
9
1

 
 
 
 
 
 

2
0
1
,
1
0
6
,
4
6
2

 
 
 
 
 
 

1
,
2
9
1
,
6
0
3
,
6
7
6

 
 
 
 

1
5
1
,
9
4
7
,
1
4
9

 
1
,
4
4
3
,
5
5
0
,
8
2
5

 
 
 
 

行
政

コ
ス

ト
5
4
9
,
5
4
8
,
0
2
3

 
 
 
 
 
 

5
4
0
,
9
4
9
,
1
9
1

 
 
 
 
 
 

2
0
1
,
1
0
6
,
4
6
2

 
 
 
 
 
 

1
,
2
9
1
,
6
0
3
,
6
7
6

 
 
 
 

1
5
1
,
9
4
7
,
1
4
9

 
1
,
4
4
3
,
5
5
0
,
8
2
5

 
 
 
 

Ⅱ
．

独
立

行
政

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
国

民
の

負
担

　
　

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
4
5
0
,
1
4
9
,
3
8
7

 
 
 
 
 
 

4
4
9
,
0
4
2
,
3
0
7

 
 
 
 
 
 

1
9
8
,
9
4
4
,
1
2
5

 
 
 
 
 
 

1
,
0
9
8
,
1
3
5
,
8
1
9

 
 
 
 

1
5
3
,
1
6
1
,
4
8
5

 
1
,
2
5
1
,
2
9
7
,
3
0
4

 
 
 
 

Ⅲ
．

事
業

費
用

、
事

業
収

益
及

び
事

業
損

益

事
業

費
用

給
付

金
2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

－ 
－ 

2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

－ 
2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

運
用

諸
費

－ 
7
,
2
1
5
,
6
0
0

 
－ 

7
,
2
1
5
,
6
0
0

 
－ 

7
,
2
1
5
,
6
0
0

 

運
用

損
失

－ 
5
0
3
,
9
4
0
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 

－ 
5
0
3
,
9
4
0
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 

－ 
5
0
3
,
9
4
0
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 

そ
の

他
業

務
費

2
8
2
,
8
6
9
,
7
6
2

 
 
 
 
 
 

2
9
,
7
9
2
,
4
4
8

 
2
0
0
,
0
8
8
,
7
0
2

 
 
 
 
 
 

5
1
2
,
7
5
0
,
9
1
2

 
 
 
 
 
 

－ 
5
1
2
,
7
5
0
,
9
1
2

 
 
 
 
 
 

一
般

管
理

費
2
0
,
2
9
6
,
8
0
1

 
－ 

1
,
0
1
7
,
5
8
3

 
2
1
,
3
1
4
,
3
8
4

 
1
5
1
,
1
7
2
,
9
2
9

 
1
7
2
,
4
8
7
,
3
1
3

 
 
 
 
 
 

財
務

費
用

1
,
6
8
5

 
－ 

－ 
1
,
6
8
5

 
－ 

1
,
6
8
5

 

そ
の

他
2
,
4
6
5
,
4
2
0

 
－ 

－ 
2
,
4
6
5
,
4
2
0

 
－ 

2
,
4
6
5
,
4
2
0

 

5
4
4
,
6
4
4
,
0
5
1

 
 
 
 
 
 

5
4
0
,
9
4
8
,
6
4
9

 
 
 
 
 
 

2
0
1
,
1
0
6
,
2
8
5

 
 
 
 
 
 

1
,
2
8
6
,
6
9
8
,
9
8
5

 
 
 
 

1
5
1
,
1
7
2
,
9
2
9

 
1
,
4
3
7
,
8
7
1
,
9
1
4

 
 
 
 

事
業

収
益

運
営

費
交

付
金

収
益

2
0
5
,
8
9
8
,
1
2
5

 
 
 
 
 
 

2
7
,
6
6
4
,
7
0
1

 
1
9
9
,
9
3
9
,
5
0
0

 
 
 
 
 
 

4
3
3
,
5
0
2
,
3
2
6

 
 
 
 
 
 

1
4
2
,
7
6
4
,
4
3
8

 
5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

運
用

収
益

－ 
9
2
,
2
6
4
,
0
0
5

 
－  

9
2
,
2
6
4
,
0
0
5

 
－ 

9
2
,
2
6
4
,
0
0
5

 

補
助

金
等

収
益

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－ 
－ 

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－ 
5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

給
付

準
備

金
戻

入
1
0
0
,
5
9
2
,
6
4
4

 
 
 
 
 
 

－ 
－ 

1
0
0
,
5
9
2
,
6
4
4

 
 
 
 
 
 

－ 
1
0
0
,
5
9
2
,
6
4
4

 
 
 
 
 
 

資
産

見
返

負
債

戻
入

9
4
,
2
9
4
,
1
0
3

 
1
0
2
,
0
9
2

 
2
0
9
,
0
3
4

 
9
4
,
6
0
5
,
2
2
9

 
4
,
1
9
9
,
7
6
1

 
9
8
,
8
0
4
,
9
9
0

 

そ
の

他
9
,
1
2
2
,
4
3
7

 
2
,
5
1
6
,
7
8
1

 
3
,
8
6
8
,
7
6
1

 
1
5
,
5
0
7
,
9
7
9

 
7
,
2
3
7
,
4
1
4

 
2
2
,
7
4
5
,
3
9
3

 

9
6
9
,
6
4
2
,
0
6
4

 
 
 
 
 
 

1
2
2
,
5
4
7
,
5
7
9

 
 
 
 
 
 

2
0
4
,
0
1
7
,
2
9
5

 
 
 
 
 
 

1
,
2
9
6
,
2
0
6
,
9
3
8

 
 
 
 

1
5
4
,
2
0
1
,
6
1
3

 
1
,
4
5
0
,
4
0
8
,
5
5
1

 
 
 
 

　
事

業
損

益
4
2
4
,
9
9
8
,
0
1
3

 
△

4
1
8
,
4
0
1
,
0
7
0

 
2
,
9
1
1
,
0
1
0

 
9
,
5
0
7
,
9
5
3

 
3
,
0
2
8
,
6
8
4

 
1
2
,
5
3
6
,
6
3
7

 

Ⅳ
．

臨
時

損
益

等

臨
時

損
失

固
定

資
産

除
却

損
1
,
9
7
2
,
3
9
7

 
5
4
2

 
1
7
7

 
1
,
9
7
3
,
1
1
6

 
5
1
5
,
1
5
2

 
2
,
4
8
8
,
2
6
8

 

減
損

損
失

2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
－ 

－ 
2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
2
5
9
,
0
6
8

 
3
,
1
9
0
,
6
4
3

 

4
,
9
0
3
,
9
7
2

 
5
4
2

 
1
7
7

 
4
,
9
0
4
,
6
9
1

 
7
7
4
,
2
2
0

 
5
,
6
7
8
,
9
1
1

 

臨
時

利
益

資
産

見
返

負
債

戻
入

2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
－ 

－ 
2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
2
5
9
,
0
6
8

 
3
,
1
9
0
,
6
4
3

 

2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
－ 

－ 
2
,
9
3
1
,
5
7
5

 
2
5
9
,
0
6
8

 
3
,
1
9
0
,
6
4
3

 

当
期

純
損

益
4
2
3
,
0
2
5
,
6
1
6

 
△

4
1
8
,
4
0
1
,
6
1
2

 
2
,
9
1
0
,
8
3
3

 
7
,
5
3
4
,
8
3
7

 
2
,
5
1
3
,
5
3
2

 
1
0
,
0
4
8
,
3
6
9

 

当
期

総
損

益
4
2
3
,
0
2
5
,
6
1
6

 
△

4
1
8
,
4
0
1
,
6
1
2

 
2
,
9
1
0
,
8
3
3

 
7
,
5
3
4
,
8
3
7

 
2
,
5
1
3
,
5
3
2

 
1
0
,
0
4
8
,
3
6
9

 

Ⅴ
．

総
資

産

有
価

証
券

－ 
4
,
9
3
8
,
1
1
8
,
2
5
3

 
 
 
 

－ 
4
,
9
3
8
,
1
1
8
,
2
5
3

 
 
 
 

－ 
4
,
9
3
8
,
1
1
8
,
2
5
3

 
 
 
 

金
銭

の
信

託
－ 

2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
－ 

2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
 
 

－ 
2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
 
 

投
資

有
価

証
券

－ 
7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
－ 

7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
 
 
 

－ 
7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
 
 
 

そ
の

他
5
2
1
,
4
8
4
,
3
3
1

 
 
 
 
 
 

2
,
7
3
3
,
8
2
0
,
7
1
8

 
 
 
 

3
,
5
3
7
,
3
1
0

 
3
,
2
5
8
,
8
4
2
,
3
5
9

 
 
 
 

3
1
6
,
6
1
0
,
2
3
1

 
3
,
5
7
5
,
4
5
2
,
5
9
0

 
 
 
 

5
2
1
,
4
8
4
,
3
3
1

 
 
 
 
 
 

4
5
,
1
1
7
,
5
5
7
,
5
6
8

 
 
 

3
,
5
3
7
,
3
1
0

 
4
5
,
6
4
2
,
5
7
9
,
2
0
9

 
 
 

3
1
6
,
6
1
0
,
2
3
1

 
4
5
,
9
5
9
,
1
8
9
,
4
4
0

 
 
 

計計 計 計 計

  
- 15 -



注
１

．
事

業
の

種
類

の
区

分
方

法

　
　

中
期

目
標

に
お

け
る

一
定

の
事

業
等

の
ま

と
ま

り
ご

と
の

区
分

に
基

づ
く

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
を

開
示

し
て

お
り

ま
す

。

注
２

．
各

区
分

の
事

業
内

容

　
（

１
）

農
業

者
年

金
事

業
被

保
険

者
資

格
の

適
用

及
び

収
納

関
係

業
務

、
年

金
等

の
給

付
業

務

　
（

２
）

年
金

資
産

の
運

用

　
（

３
）

制
度

の
普

及
推

進
等

若
い

農
業

者
の

加
入

の
拡

大
、

女
性

農
業

者
の

加
入

の
拡

大
、

加
入

推
進

活
動

の
実

施
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
に

よ
る

情
報

の
提

供

注
３

.
 
事

業
費

用
の

う
ち

、
法

人
共

通
に

記
載

し
た

1
5
1
,
1
7
2
,
9
2
9
円

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

費
用

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
か

か
る

費
用

で
あ

り
ま

す
。

注
４

.
 
事

業
収

益
の

う
ち

、
法

人
共

通
に

記
載

し
た

1
5
4
,
2
0
1
,
6
1
3
円

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

収
益

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
か

か
る

収
益

で
あ

り
ま

す
。

注
５

.
 
臨

時
損

失
の

う
ち

、
法

人
共

通
に

記
載

し
た

7
7
4
,
2
2
0
円

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

損
失

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
か

か
る

損
失

で
あ

り
ま

す
。

注
６

.
 
臨

時
利

益
の

う
ち

、
法

人
共

通
に

記
載

し
た

2
5
9
,
0
6
8
円

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

利
益

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
か

か
る

利
益

で
あ

り
ま

す
。

注
７

.
 
総

資
産

の
う

ち
、

法
人

共
通

に
記

載
し

た
3
1
6
,
6
1
0
,
2
3
1
円

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

主
に

管
理

部
門

に
か

か
る

資
産

で
あ

り
ま

す
。

注
８

．
国

民
一

人
当

た
り

の
セ

グ
メ

ン
ト

費
用

は
、

農
業

者
年

金
事

業
3
.
6
円

、
年

金
資

産
の

運
用

3
.
6
円

、
制

度
の

普
及

推
進

等
1
.
6
円

で
あ

り
ま

す
。

※
令

和
２

年
国

勢
調

査
の

確
定

人
口

1
2
6
,
1
4
6
,
0
9
9
人

（
令

和
3
年

1
2
月

1
日

官
報

告
示

）
を

用
い

て
算

出
し

て
お

り
ま

す
。

　
追

加
的

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

令
和

６
年

４
月

１
日

～
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）

　
　

独
立

行
政

法
人

農
業

者
年

金
基

金
の

業
務

運
営

、
財

務
及

び
会

計
並

び
に

人
事

管
理

に
関

す
る

省
令

(
平

成
1
5
年

9
月

2
9
日

農
林

水
産

省
令

第
1
0
0
号

）
の

区
分

に
よ

る
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

（
単

位
：

円
）

被
保

険
者

経
理

受
給

権
者

経
理

業
務

経
理

計
調

整
合

　
　

計

Ⅰ
．

行
政

コ
ス

ト

損
益

計
算

上
の

費
用

合
計

6
3
2
,
8
6
1
,
1
3
6

 
 
 
 
 
 

4
6
2
,
7
6
5
,
4
4
4

 
 
 
 
 
 

6
9
0
,
9
1
8
,
8
2
1

 
 
 
 
 
 

1
,
7
8
6
,
5
4
5
,
4
0
1

 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
1
,
4
4
3
,
5
5
0
,
8
2
5

 
 
 
 

行
政

コ
ス

ト
6
3
2
,
8
6
1
,
1
3
6

 
 
 
 
 
 

4
6
2
,
7
6
5
,
4
4
4

 
 
 
 
 
 

6
9
0
,
9
1
8
,
8
2
1

 
 
 
 
 
 

1
,
7
8
6
,
5
4
5
,
4
0
1

 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
1
,
4
4
3
,
5
5
0
,
8
2
5

 
 
 
 

Ⅱ
．

事
業

費
用

、
事

業
収

益
及

び
事

業
損

益

事
業

費
用

給
付

金
－ 

2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

－ 
2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

－ 
2
3
9
,
0
1
0
,
3
8
3

 
 
 
 
 
 

運
用

諸
費

7
,
2
1
5
,
6
0
0

 
－ 

－ 
7
,
2
1
5
,
6
0
0

 
－ 

7
,
2
1
5
,
6
0
0

 

運
用

損
失

2
8
2
,
6
4
8
,
1
7
9

 
 
 
 
 
 

2
2
1
,
2
9
2
,
4
2
2

 
 
 
 
 
 

－ 
5
0
3
,
9
4
0
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 

－ 
5
0
3
,
9
4
0
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 

そ
の

他
業

務
費

－ 
－ 

5
1
2
,
7
5
0
,
9
1
2

 
 
 
 
 
 

5
1
2
,
7
5
0
,
9
1
2

 
 
 
 
 
 

－ 
5
1
2
,
7
5
0
,
9
1
2

 
 
 
 
 
 

一
般

管
理

費
－ 

－ 
1
7
2
,
4
8
7
,
3
1
3

 
 
 
 
 
 

1
7
2
,
4
8
7
,
3
1
3

 
 
 
 
 
 

－ 
1
7
2
,
4
8
7
,
3
1
3

 
 
 
 
 
 

財
務

費
用

－ 
－ 

1
,
6
8
5

 
1
,
6
8
5

 
－ 

1
,
6
8
5

 

そ
の

他
3
4
2
,
9
9
7
,
3
5
7

 
 
 
 
 
 

2
,
4
6
2
,
6
3
9

 
－ 

3
4
5
,
4
5
9
,
9
9
6

 
 
 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
2
,
4
6
5
,
4
2
0

 

6
3
2
,
8
6
1
,
1
3
6

 
 
 
 
 
 

4
6
2
,
7
6
5
,
4
4
4

 
 
 
 
 
 

6
8
5
,
2
3
9
,
9
1
0

 
 
 
 
 
 

1
,
7
8
0
,
8
6
6
,
4
9
0

 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
1
,
4
3
7
,
8
7
1
,
9
1
4

 
 
 
 

事
業

収
益

運
営

費
交

付
金

収
益

－ 
－ 

5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

－ 
5
7
6
,
2
6
6
,
7
6
4

 
 
 
 
 
 

運
用

収
益

3
9
,
3
8
1
,
7
0
2

 
5
2
,
8
8
2
,
3
0
3

 
－ 

9
2
,
2
6
4
,
0
0
5

 
－ 

9
2
,
2
6
4
,
0
0
5

 

補
助

金
等

収
益

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－ 
－ 

5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

－ 
5
5
9
,
7
3
4
,
7
5
5

 
 
 
 
 
 

給
付

準
備

金
戻

入
3
3
,
7
4
4
,
6
7
9

 
6
6
,
8
4
7
,
9
6
5

 
－ 

1
0
0
,
5
9
2
,
6
4
4

 
 
 
 
 
 

－ 
1
0
0
,
5
9
2
,
6
4
4

 
 
 
 
 
 

資
産

見
返

負
債

戻
入

－ 
－ 

9
8
,
8
0
4
,
9
9
0

 
9
8
,
8
0
4
,
9
9
0

 
－ 

9
8
,
8
0
4
,
9
9
0

 

そ
の

他
－ 

3
4
3
,
0
3
5
,
1
7
6

 
 
 
 
 
 

2
2
,
7
0
4
,
7
9
3

 
3
6
5
,
7
3
9
,
9
6
9

 
 
 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
2
2
,
7
4
5
,
3
9
3

 

6
3
2
,
8
6
1
,
1
3
6

 
 
 
 
 
 

4
6
2
,
7
6
5
,
4
4
4

 
 
 
 
 
 

6
9
7
,
7
7
6
,
5
4
7

 
 
 
 
 
 

1
,
7
9
3
,
4
0
3
,
1
2
7

 
 
 
 

△
3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

 
1
,
4
5
0
,
4
0
8
,
5
5
1

 
 
 
 

　
事

業
損

益
－ 

－ 
1
2
,
5
3
6
,
6
3
7

 
1
2
,
5
3
6
,
6
3
7

 
－ 

1
2
,
5
3
6
,
6
3
7

 

当
期

総
損

益
－ 

－ 
1
0
,
0
4
8
,
3
6
9

 
1
0
,
0
4
8
,
3
6
9

 
1
0
,
0
4
8
,
3
6
9

 

Ⅲ
．

総
資

産

有
価

証
券

1
,
7
1
3
,
9
4
9
,
6
1
2

 
 
 
 

3
,
2
2
4
,
1
6
8
,
6
4
1

 
 
 
 

－ 
4
,
9
3
8
,
1
1
8
,
2
5
3

 
 
 
 

－ 
4
,
9
3
8
,
1
1
8
,
2
5
3

 
 
 
 

金
銭

の
信

託
2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
 
 

－ 
－ 

2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
 
 

－ 
2
9
,
8
9
2
,
5
4
2
,
5
6
5

 
 
 

投
資

有
価

証
券

7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
 
 
 

－ 
－ 

7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
 
 
 

－ 
7
,
5
5
3
,
0
7
6
,
0
3
2

 
 
 
 

そ
の

他
2
,
4
7
7
,
4
3
0
,
4
4
6

 
 
 
 

4
5
3
,
0
6
4
,
5
9
7

 
 
 
 
 
 

6
8
7
,
3
2
5
,
0
9
2

 
 
 
 
 
 

3
,
6
1
7
,
8
2
0
,
1
3
5

 
 
 
 

△
4
2
,
3
6
7
,
5
4
5

 
3
,
5
7
5
,
4
5
2
,
5
9
0

 
 
 
 

4
1
,
6
3
6
,
9
9
8
,
6
5
5

 
 
 

3
,
6
7
7
,
2
3
3
,
2
3
8

 
 
 
 

6
8
7
,
3
2
5
,
0
9
2

 
 
 
 
 
 

4
6
,
0
0
1
,
5
5
6
,
9
8
5

 
 
 

△
4
2
,
3
6
7
,
5
4
5

 
4
5
,
9
5
9
,
1
8
9
,
4
4
0

 
 
 

計 計

基
本

方
針

に
基

づ
く

安
全

か
つ

効
率

的
な

運
用

、
資

金
運

用
委

員
会

等
に

よ
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
政

策
ア

セ
ッ

ト
ミ

ク
ス

の
検

証
･
見

直
し

、
運

用
の

透
明

性
の

確
保

、
ス

チ
ュ

ワ
ー

ド
シ

ッ
プ

責
任

を
果

た
す

た
め

の
活

動
及

び
E
S
G
を

考
慮

し
た

投
資

計
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８
．

そ
の

他
の

主
要

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

（
１

）
負

債
の

明
細

独
立

行
政

法
人

農
業

者
年

金
基

金
の

業
務

運
営

、
財

務
及

び
会

計
並

び
に

人
事

管
理

に
関

す
る

省
令

第
１

３
条

第
２

項
に

基
づ

く
給

付
準

備
金

（
単

位
：

円
）

4
4
,
2
8
2
,
9
9
9
,
5
9
6

6
4
8
,
6
5
1
,
9
5
2

7
4
9
,
2
4
4
,
5
9
6

4
4
,
1
8
2
,
4
0
6
,
9
5
2

被
保

険
者

経
理

3
8
,
6
6
6
,
8
3
5
,
9
6
7

2
5
7
,
0
9
4
,
5
0
3

3
8
,
5
8
5
,
7
8
7

3
8
,
8
8
5
,
3
4
4
,
6
8
3

受
給

権
者

経
理

3
,
5
2
1
,
9
5
9
,
8
6
8

3
4
2
,
9
9
4
,
5
7
6

4
4
8
,
6
6
3
,
6
4
8

3
,
4
1
6
,
2
9
0
,
7
9
6

小
計

4
2
,
1
8
8
,
7
9
5
,
8
3
5

6
0
0
,
0
8
9
,
0
7
9

4
8
7
,
2
4
9
,
4
3
5

4
2
,
3
0
1
,
6
3
5
,
4
7
9

　
付

利
準

備
金

被
保

険
者

経
理

1
,
2
1
4
,
2
9
8
,
1
4
4

2
,
9
9
0
,
9
4
0

2
5
4
,
9
3
7
,
1
5
5

9
6
2
,
3
5
1
,
9
2
9

被
保

険
者

経
理

7
8
3
,
0
0
3
,
1
7
9

1
,
8
8
8
,
5
9
1

7
,
0
1
9
,
5
8
3

7
7
7
,
8
7
2
,
1
8
7

受
給

権
者

経
理

9
6
,
9
0
2
,
4
3
8

4
3
,
6
8
3
,
3
4
2

3
8
,
4
2
3

1
4
0
,
5
4
7
,
3
5
7

小
計

8
7
9
,
9
0
5
,
6
1
7

4
5
,
5
7
1
,
9
3
3

7
,
0
5
8
,
0
0
6

9
1
8
,
4
1
9
,
5
4
4

4
4
,
2
8
2
,
9
9
9
,
5
9
6

6
4
8
,
6
5
1
,
9
5
2

7
4
9
,
2
4
4
,
5
9
6

4
4
,
1
8
2
,
4
0
6
,
9
5
2

　
　

ま
た

、
受

給
権

者
経

理
に

つ
い

て
は

、
特

例
付

加
年

金
勘

定
に

関
す

る
取

引
の

う
ち

特
例

付
加

年
金

の
受

給
権

を
有

す
る

者
に

関
す

る
も

の
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

（
２

）
費

用
及

び
収

益
の

明
細

給
付

金
（
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農業者老齢年金等勘定
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（単位：円）

資産の部

　Ⅰ流動資産

　    現金及び預金 24,673,193,866

　  　有価証券 114,104,368,833

   　 前払金 6,219,848

　    未収収益 298,438,124

　    未収保険料 1,105,901,000

　    未収入金 819,130,032

　　　賞与引当金見返（注） 33,453,855

流動資産合計 141,040,705,558

　Ⅱ固定資産

　  １有形固定資産

　　　　建物 53,560,674

　　　　　減価償却累計額 △ 1,385,840 52,174,834

　　  　工具器具備品 277,924,177

          減価償却累計額 △ 72,222,584 205,701,593

　　　　リース資産 1,408,561
　　　　　減価償却累計額 △ 1,291,181 117,380

有形固定資産合計 257,993,807

　  ２無形固定資産

　  　　ソフトウェア 700,827,784

無形固定資産合計 700,827,784

    ３投資その他の資産

　　 　 金銭の信託 190,618,463,637

　  　　長期性預金 10,380,800

　  　　投資有価証券 48,164,378,973

        敷金・保証金 23,543,963

　　　　退職給付引当金見返（注） 124,009,153

投資その他の資産合計 238,940,776,526

固定資産合計 239,899,598,117

資産合計 380,940,303,675

負債の部

　Ⅰ流動負債

　    運営費交付金債務（注） 363,173,000

　    支払備金 1,818,952,727

　    未払金 2,691,650,526

　    預り金 4,399,496

   　 未経過保険料 3,720,678,140

　    仮受金 6,760,207

　　　引当金

　　　　賞与引当金 33,453,855

　　　リース債務 88,159

流動負債合計 8,639,156,110

　Ⅱ固定負債

　　　資産見返負債（注）

　　　　資産見返運営費交付金 958,735,391 958,735,391

　    給付準備金

　  　　給付原資準備金 353,762,444,696

　　  　付利準備金 6,352,752,670

　  　　調整準備金 11,035,600,026 371,150,797,392

　　　引当金

　　　　退職給付引当金 124,009,153

固定負債合計 372,233,541,936

負債合計 380,872,698,046

純資産の部

　Ⅰ資本剰余金

　　　資本剰余金 23,543,963

　　　　資本剰余金合計 23,543,963

　Ⅱ利益剰余金

　　  積立金 26,286,778

　　　当期未処分利益 17,774,888

　　　（うち当期総利益 17,774,888 ）

利益剰余金合計 44,061,666

純資産合計 67,605,629

負債純資産合計 380,940,303,675

貸　借　対　照　表
（農業者老齢年金等勘定）

（令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

年金事業費 16,490,758,435

特例付加年金勘定へ繰入 40,600

その他業務費 1,335,620,301

一般管理費 439,352,593

財務費用 4,146

雑損 109,991,000

臨時損失 12,578,832

損益計算書上の費用合計 18,388,345,907

Ⅱ 行政コスト 18,388,345,907

行政コスト計算書

（農業者老齢年金等勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）
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（単位：円）

経常費用
　年金事業費
　　給付金 7,449,779,196
 　 運用諸費 41,800,093
 　 運用損失 8,903,605,447
　　支払備金繰入 95,573,699 16,490,758,435
　特例付加年金勘定へ繰入 40,600
　その他業務費
　　給与・賞与及び手当 131,005,299
　　法定福利費・福利厚生費 25,125,059
　　退職給付費用 8,532,305
　　その他人件費 8,570,627
　　業務委託費 594,867,478
　　賃借料 1,671,349
　　減価償却費 231,699,296
　　保守・修繕費 165,440,979
　　通信運搬費 27,320,272
　　旅費交通費 5,202,375
　　消耗品費 3,549,927
　　備品費 42,811
　　諸謝金 127,061
　　賞与引当金繰入 15,203,737
　　その他 117,261,726 1,335,620,301
　一般管理費
　　役員報酬 29,448,008
　　給与・賞与及び手当 127,211,083
　　法定福利費・福利厚生費 26,599,509
　　退職給付費用 6,735,362
　　その他人件費 12,362,186
　　賃借料 84,735,180
　　減価償却費 9,292,476
　　保守・修繕費 5,711,703
　　水道光熱費 4,693,087
　　通信運搬費 3,775,038
　　旅費交通費 2,001,256
　　消耗品費 2,972,583
　　備品費 14,653,607
　　諸謝金 801,184
　　賞与引当金繰入 18,250,118
　　その他 90,110,213 439,352,593
　財務費用
　　支払利息 4,146 4,146
　雑損 109,991,000

経常費用合計 18,375,767,075

経常収益
　運営費交付金収益（注） 1,495,519,606
　保険料収入 14,536,302,960
　運用収益
　　受取利息 45,317,007
    有価証券利息 1,925,825,054 1,971,142,061
　給付準備金戻入 89,138,684
　資産見返運営費交付金戻入（注） 245,059,535
　資産見返補助金等戻入（注） 1,698
　賞与引当金見返に係る収益（注） 33,453,855
　退職給付引当金見返に係る収益（注） 15,267,667
　財務収益
    受取利息 31,516 31,516
　雑益 12,303,043

経常収益合計 18,398,220,625
経常利益 22,453,550

臨時損失
　固定資産除却損 4,678,662
　減損損失 7,900,170 12,578,832

臨時利益
　資産見返運営費交付金戻入（注） 7,900,170 7,900,170

当期純利益 17,774,888
当期総利益 17,774,888

損　益　計　算　書
（農業者老齢年金等勘定）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

23,543,963  －  －  26,286,778     －  26,286,778     49,830,741    

当期変動額 

26,286,778     △26,286,778 －  －  

17,774,888     17,774,888     17,774,888     17,774,888    

－  －  26,286,778     △8,511,890 17,774,888     17,774,888     17,774,888    

23,543,963  －  26,286,778     17,774,888     17,774,888     44,061,666     67,605,629    

当期変動額合計

当期末残高

(２) その他

当期純利益(又は当期純損失)

積立金への振替

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

(１) 利益の処分又は損失の処理

当期首残高

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得

うち当期総利益
(又は当期総損失)

利益剰余金(又は
繰越欠損金)合計

前中期目標期間
繰越積立金

積立金
当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

純資産変動計算書

（農業者老齢年金等勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）

Ⅰ 資本剰余金 Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計
運営費交付金
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（単位：円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

老齢年金の給付による支出 △ 6,437,190,962
一時金の給付による支出 △ 975,893,134
原材料、商品又はサービスの購入等による支出 △ 1,085,002,917
人件費支出 △ 401,315,182
その他業務費支出 △ 40,600
保険料収入 14,730,974,240
運用収入 2,024,946,703
運営費交付金収入 1,951,416,000
その他業務収入 9,436,721

小計 9,817,330,869
利息の支払額 △ 4,146

業務活動によるキャッシュ・フロー 9,817,326,723

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
信託資産の取得による支出 △ 3,895,478,043
信託資産の解約による収入 5,800,000,000
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 60,500,029,804
有価証券の償還による収入 52,102,483,048
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 489,504,142
長期性預金の預入による支出 △ 10,380,800
その他の支出 △ 1,964

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,992,911,705

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 603,480

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 603,480

Ⅳ資金増加額 2,823,811,538
Ⅴ資金期首残高 21,849,382,328
Ⅵ資金期末残高 24,673,193,866

キャッシュ・フロー計算書
（農業者老齢年金等勘定）

（令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 17,774,888
当期総利益 17,774,888

Ⅱ 利益処分額
積立金 17,774,888

利益の処分に関する書類
（農業者老齢年金等勘定）
（令和７年７月３１日）
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（重要な会計方針）

１　運営費交付金収益の計上基準

２　減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

５　給付準備金の計上根拠及び計上基準
給付準備金

６　有価証券及び金銭の信託の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）
（２）金銭の信託

時価法

７　キャッシュ・フローの資金の範囲

９　消費税等の会計処理
　税込方式によっております。

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月２１日改訂）並びに「『独立行政
法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政
法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

売買目的有価証券……時価法（売却原価は移動平均法により算定）

　業務達成基準を採用しております。なお、総務課等の管理部門の活動については、期間進行基準を採用してお
ります。

　なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて計上しております。

３　賞与引当金の計上基準

４　退職給付に係る引当金の計上基準

（３）リース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

８　リース取引の処理方法

　独立行政法人農業者年金基金の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成１５年農林水産省
令第１００号）第２４条及び「独立行政法人農業者年金基金の財政運営に係る取扱い」（平成１５年１０月１日
付け１５経営第３４８３号（令和４年１月３１日最終改正）。以下「財政運営通知」という。）第４に基づき計
上しております。

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。

　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～１５年
工具器具備品　　　　　３～２０年

　定額法を採用しております。

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と
同額を賞与引当金見返として計上しております。

　退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金と
同額を退職給付引当金見返として計上しております。
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（損益計算書関係）

（キャッシュ・フロー計算書関係）

９，１７７，１６０円

１　雑損の主な要因は、基金法第５８条の規定に基づき時効により消滅した保険料額であります。

１５，２６７，６６７円

２４，６７３，１９３，８６６円

　　期首における退職給付引当金

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定拠出制度並びに国家公務員共済
組合法の退職等年金給付制度を採用しております。
　非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引
当金及び退職給付費用を計算しております。

１５，２６７，６６７円

１１７，９８５，２７３円

　　簡便法で計算した退職給付費用

重要な見積要素を含む受給権者経理における給付原資準備金　　　１０４，４８８，５２９，１９１円

　財政運営通知第４の１の（２）により翌事業年度以降の年金及び死亡一時金の給付のために必要とされる額と
して、年度末時点の債務である年金額の総額を基に、将来の支払時期ごとの支払額を、年度末時点の市中金利に
より割り引いて求めた現在価値の合計額となります。

（重要な会計上の見積り）

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　給付準備金

１　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

２　ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、１１，９７５円であり、当該影響額を除いた当期総利益は
　１７，７６２，９１３円であります。

（行政コスト計算書関係）

　　　退職給付の支払額
１２４，００９，１５３円

（２）退職給付に関連する損益

４　退職等年金給付制度

２　確定給付制度

（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した金額

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
２４，６７３，１９３，８６６円

　行政コスト

　　①　算出方法
　当法人は基金法第４２条に基づき年金給付及び死亡一時金に充てるべき準備金を積み立てることとされてお
り、（重要な会計方針）の「５　給付準備金の計上根拠及び計上基準」に記載のとおり、給付準備金として給付
原資準備金、付利準備金及び調整準備金を計上しております。

　　②　主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等

△１６，６０８，９１８，２６４円
１８，３８８，３４５，９０７円

　資金の期末残高

　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用は、当該職員が国又は地方公共団体に復
帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、独立行政法人
農業者年金基金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職手当支給規程を参考に計算して
おります。

　自己収入等

１　採用している退職給付制度の概要

　国民の負担に帰せられるコスト

　　　当法人の確定拠出制度への要拠出額は、６，９２５，６４９円であります。

１５，２６７，６６７円

３　確定拠出制度

　　期末における退職給付引当金

　機会費用
　独立行政法人の業務運営に関して

１，７８８，６０４，８０３円

　現金及び預金残高

△９，２４３，７８７円

２　機会費用の計上方法

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

（退職給付に係る注記）

　なお、年金及び死亡一時金の額は、独立行政法人農業者年金基金法施行規則（平成１５年農林水産省令第９５
号）第１３条により農林水産大臣が定める予定利率及び予定死亡率を用いて算定することと定められておりま
す。

　受給権者経理における給付原資準備金は、予定利率と市場利率とが乖離し、又は予定死亡率と実際の死亡の状
況とが乖離することで過不足が生じる可能性があります。このようなリスクに備え、農業者年金事業の給付を安
定的に行うため、調整準備金を積み立てることが定められています。

　　　　　退職給付費用合計

　　　当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、９４３，８４４円であります。

　　　退職給付費用
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（単位：百万円）

※百万円未満は切り捨て

※百万円未満は切り捨て

　年金給付等準備金の運用については、基金法第４３条に基づき安全かつ効率的に行うよう努めており、「年金
給付等準備金運用の基本方針」（平成１５年１０月２日認可・制定）により、運用状況、運用結果を資金運用委
員会へ報告を行い、運用結果の評価を行っております。また、運用状況、運用結果については、独立行政法人農
業者年金基金中期計画により、四半期ごとに情報を公開しております。

（金融商品関係）

　農業者老齢年金等については、年金給付及び死亡一時金に充てるべき準備金として、基金法第４２条により、
加入者が納付した保険料を年金給付等準備金として積み立てることが規定されており、年金給付等準備金につい
ては、同法第４３条により有価証券の取得、金融機関への預金及び信託会社への信託により運用しております。

１　金融商品の状況に関する事項

２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　また、現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

（１）有価証券 114,104 114,090 △14
　　　売買目的有価証券 103,174 103,174 －
　　　満期保有目的の債券 10,929 10,915 △14
（２）金銭の信託 190,618 190,618 －
（３）長期性預金 10 10 0
（４）投資有価証券 48,164 45,940 △2,223

（５）敷金・保証金 23 22 0

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに
分類しております。

　レベル１の時価：　同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：　レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し
　　　　　　　　　　た時価
　レベル３の時価：　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合にはそれらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券
　売買目的有価証券
　　　国債 103,174 － － 103,174
金銭の信託 － 190,618 － 190,618

資産計 103,174 190,618 － 293,793

　　　満期保有目的の債券 48,164 45,940 △2,223
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※百万円未満は切り捨て

 （１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

減損額のうち損益計算書に計上していない額
建物 7,900,170

帳簿価額

（２）減損の認識に至った経緯
　令和６年１２月１６日付けにて上記固定資産の賃貸借契約が終了し、同日付で退去が完了したため、減損の認
識に至ったものであります。

7,900,170東京都港区

　減損を認識した固定資産に関する事項

建物
用途

事務所運営のための設備

（４）回収可能サービス価額の算定方法
　上記固定資産については、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相当額
は、令和６年１２月１６日付けにて賃貸借契約が終了していることから０円とし、帳簿価額を全額減損損失とし
て計上しております。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
（単位：円）

種類 減損額のうち損益計算書に計上した額

－ 56,889
－

－ 15,243

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券
　満期保有目的の債券
　　　国債 825 － － 825
　　　政府保証債 － 10,090 － 10,090
長期性預金 － 10 － 10
投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　　国債 8,469 － － 8,469
　　　地方債 － 12,171 － 12,171

－ 15,243
　　　特別な法律により

          法人の発行する債券 － 9,154 9,154
　　　政府保証債

－ 900 － 900

資産計 9,295 47,594

　　　社債
敷金・保証金

投資有価証券

金銭の信託
　金銭の信託の信託財産の構成物である有価証券については、取引金融機関から提示された価格によっており、
構成物のレベルに基づき、レベル２に分類しております。

　投資有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格によるものはレベル１の時価に分類しており
ます。公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合は、レベル２の時価に分類しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金・保証金
　敷金・保証金については、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しており、
レベル２に分類しております。

─

（単位：円）
場所種類

　有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格によるものはレベル１の時価に分類しておりま
す。公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合は、レベル２の時価に分類しております。

－

（固定資産の減損関係）

長期性預金
　長期性預金については、新規に同様の運用を行った際に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

22 － 22

有価証券
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8
,
5
5
8

 
 
 

4
7
,
5
2
3
,
4
3
5
,
8
4
5

 
 
 
 

4
8
,
1
6
4
,
3
7
8
,
9
7
3

 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
8
,
1
6
4
,
3
7
8
,
9
7
3

 
 
 

売
買

目
的

有
価

証
券

国
債

（
第

3
4
4
回

利
付

国
債

(
1
0
年

)
、

他
）

満
期

保
有

目
的

の
債

券

時
　

　
価

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

取
得

価
額

国
債

（
第

3
4
0
回

利
付

国
債

(
1
0
年

)
）

資
産

の
種

類
期

首
残

高

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

） 合
　

　
計

当
期

増
加

額

区
　

　
分

貸
借

対
照

表
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

区
　

　
分

取
得

価
額

券
面

総
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

無
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

投
資

そ
の

他
の

資
産

区
　

　
分

満
期

保
有

目
的

の
債

券

特
別

の
法

律
に

よ
り

法
人

の
発

行
す

る
債

券
（

第
1
4
1

回
日

本
政

策
投

資
銀

行
債

券
、

他
）

政
府

保
証

債
（

政
府

保
証

第
2
回

株
式

会
社

海
外

通
信

・
放

送
・

郵
便

事
業

支
援

機
構

債
券

、
他

）

地
方

債
（

東
京

都
公

募
公

債
第

7
8
7
回

、
他

）

種
類

及
び

銘
柄

計

社
債

（
東

日
本

高
速

道
路

株
式

会
社

第
8
1
回

社
債

、
他

）

　
減

価
償

却
累

計
額

　

貸
借

対
照

表
計

上
額

摘
　

　
要

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額

摘
要

当
期

損
益

に
含

ま
れ

た
評

価
損

益

差
引

当
期

末
残

高

政
府

保
証

債
（

政
府

保
証

第
3
0
回

日
本

政
策

投
資

銀
行

債
券

、
他

）

計

券
面

総
額

取
得

価
額

銘
　

　
柄

摘
　

　
要

種
類

及
び

銘
柄

国
債

（
第

1
回

利
付

国
債

(
4
0
年

)
、

他
）

摘
　

　
要

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額

計
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３
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

賞
与

引
当

金
3
0
,
3
1
1
,
4
8
7

 
 
 
 
 
 
 

3
3
,
4
5
3
,
8
5
5

 
 
 
 
 
 
 

3
0
,
3
1
1
,
4
8
7

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3
3
,
4
5
3
,
8
5
5

 
 
 
 
 
 
 

４
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

区
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

退
職

給
付

引
当

金
1
1
7
,
9
8
5
,
2
7
3

 
 
 
 
 
 

1
5
,
2
6
7
,
6
6
7

 
 
 
 
 
 
 

9
,
2
4
3
,
7
8
7

 
 
 
 
 
 
 
 

1
2
4
,
0
0
9
,
1
5
3

 
 
 
 
 
 
 

５
．

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

当
期

振
替

額
等

の
明

細

　
（

１
）

運
営

費
交

付
金

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
：

円
）

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
資

本
剰

余
金

小
　

　
計

4
3
6
,
5
5
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
9
5
1
,
4
1
6
,
0
0
0

 
 
 
 

1
,
4
9
5
,
5
1
9
,
6
0
6

 
 
 
 

2
4
8
,
2
6
6
,
4
2
0

 
 
 
 
 
 

2
4
1
,
4
5
7
,
7
0
0

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
9
8
5
,
2
4
3
,
7
2
6

 
 
 
 

3
9
,
5
5
5
,
2
7
4

 
 
 
 
 
 
 

3
6
3
,
1
7
3
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

　
（

２
）

運
営

費
交

付
金

債
務

の
当

期
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細

　
　

　
①

　
運

営
費

交
付

金
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

：
円

）

費
用

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

農
業

者
年

金
事

業
5
3
0
,
1
9
7
,
1
3
2

 
 
 
 
 
 

5
2
9
,
9
3
9
,
2
5
6

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
1
2
8
,
5
2
9
,
4
6
8

 
業

務
委

託
費

:
9
9
,
8
6
1
,
1
0
9

 
そ

の
他

:
3
0
1
,
5
4
8
,
6
7
9

年
金

資
産

の
運

用
6
9
,
5
9
0
,
3
4
5

 
 
 
 
 
 
 

6
8
,
3
1
5
,
7
4
4

 
 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
5
0
,
0
5
8
,
9
9
0

 
通

信
運

搬
費

:
4
,
4
9
3
,
1
1
5

 
そ

の
他

:
1
3
,
7
6
3
,
6
3
9

制
度

の
普

及
推

進
等

5
2
9
,
9
4
5
,
9
8
5

 
 
 
 
 
 

5
2
8
,
3
2
8
,
3
2
1

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
2
3
,
3
2
6
,
9
1
1

 
業

務
委

託
費

:
4
9
5
,
0
0
6
,
3
6
9

 
そ

の
他

:
9
,
9
9
5
,
0
4
1

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

3
6
5
,
7
8
6
,
1
4
4

 
 
 
 
 
 

3
5
9
,
2
8
9
,
6
2
6

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
1
3
7
,
3
5
5
,
9
4
1

 
賃

借
料

:
8
4
,
7
3
5
,
1
8
0

 
そ

の
他

:
1
3
7
,
1
9
8
,
5
0
5

合
計

1
,
4
9
5
,
5
1
9
,
6
0
6

 
 
 
 

1
,
4
8
5
,
8
7
2
,
9
4
7

 
 
 
 

　
　

　
②

　
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
、

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
及

び
資

本
剰

余
金

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

：
円

）

振
替

額
振

替
額

振
替

額

農
業

者
年

金
事

業
1
2
4
,
2
3
4
,
3
4
1

 
 
 
 
 
 

2
4
1
,
4
5
7
,
7
0
0

 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年
金

資
産

の
運

用
－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制
度

の
普

及
推

進
等

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法
人

共
通

1
2
4
,
0
3
2
,
0
7
9

 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合
計

2
4
8
,
2
6
6
,
4
2
0

 
 
 
 
 
 

2
4
1
,
4
5
7
,
7
0
0

 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
(
３

)
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

額
の

明
細

（
単

位
：

円
）

相
殺

額

農
業

者
年

金
事

業
1
5
,
8
5
4
,
8
2
7

 
 
 
 
 
 
 

年
金

資
産

の
運

用
5
,
2
6
4
,
6
5
5

 
 
 
 
 
 
 
 

制
度

の
普

及
推

進
等

2
,
2
0
3
,
0
1
5

 
 
 
 
 
 
 
 

法
人

共
通

1
6
,
2
3
2
,
7
7
7

 
 
 
 
 
 
 

合
計

3
9
,
5
5
5
,
2
7
4

 
 
 
 
 
 
 

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替

主
な

使
途

セ
グ

メ
ン

ト

区
分

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

へ
の

振
替

主
な

使
途

セ
グ

メ
ン

ト

賞
与

引
当

金
見

返
:
1
3
,
1
1
3
,
5
0
7
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

3
,
1
1
9
,
2
7
0

期
末

残
高

区
分

期
首

残
高

摘
要

摘
要

主
な

使
途

サ
ー

バ
：

1
2
2
,
9
8
0
,
4
5
0
、

そ
の

他
：

1
,
2
5
3
,
8
9
1当

期
減

少
額

運
営

費
交

付
金

の
主

な
使

途

当
期

増
加

額

期
首

残
高

当
期

交
付

額
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

額

建
物

付
属

設
備

等
:
5
3
,
5
6
0
,
6
7
4
、

什
器

等
：

4
7
,
0
5
6
,
2
4
0
、

そ
の

他
：

2
3
,
4
1
5
,
1
6
5

引
当

金
見

返
と

の
相

殺

当
期

振
替

額

主
な

相
殺

額
の

内
訳

賞
与

引
当

金
見

返
:
1
1
,
0
7
5
,
2
2
9
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

4
,
7
7
9
,
5
9
8

期
末

残
高

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替

主
な

使
途

ソ
フ

ト
ウ

エ
ア

：
2
4
1
,
4
5
7
,
7
0
0

賞
与

引
当

金
見

返
:
4
,
3
8
1
,
2
4
0
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

8
8
3
,
4
1
5

賞
与

引
当

金
見

返
:
1
,
7
4
1
,
5
1
1
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

4
6
1
,
5
0
4
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(
４

)
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
：

円
）

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配
分

留
保

額
3
6
3
,
1
7
3
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

計
3
6
3
,
1
7
3
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 

６
．

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

令
和

６
年

４
月

１
日

～
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）
（

単
位

：
円

）

農
業

者
年

金
事

業
年

金
資

産
の

運
用

制
度

の
普

及
推

進
等

計
法

人
共

通
合

計

Ⅰ
．

行
政

コ
ス

ト

損
益

計
算

上
の

費
用

合
計

8
,
4
4
7
,
2
8
6
,
3
2
9

 
 
 
 

9
,
0
2
0
,
2
1
2
,
6
5
8

 
 
 
 

5
3
2
,
6
1
1
,
2
0
4

 
 
 
 
 
 
 

1
8
,
0
0
0
,
1
1
0
,
1
9
1

 
 
 

3
8
8
,
2
3
5
,
7
1
6

 
 
 
 
 
 

1
8
,
3
8
8
,
3
4
5
,
9
0
7

 
 
 

行
政

コ
ス

ト
8
,
4
4
7
,
2
8
6
,
3
2
9

 
 
 
 

9
,
0
2
0
,
2
1
2
,
6
5
8

 
 
 
 

5
3
2
,
6
1
1
,
2
0
4

 
 
 
 
 
 
 

1
8
,
0
0
0
,
1
1
0
,
1
9
1

 
 
 

3
8
8
,
2
3
5
,
7
1
6

 
 
 
 
 
 

1
8
,
3
8
8
,
3
4
5
,
9
0
7

 
 
 

Ⅱ
．

独
立

行
政

法
人

の
業

務
運

営
に

関
し

て
国

民
の

負
担

　
　

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
△

6
,
1
7
9
,
4
1
9
,
1
0
2

 
 

7
,
0
4
9
,
9
5
6
,
0
6
9

 
 
 
 

5
2
6
,
8
2
5
,
3
9
0

 
 
 
 
 
 
 

1
,
3
9
7
,
3
6
2
,
3
5
7

 
 
 
 

3
9
1
,
2
4
2
,
4
4
6

 
 
 
 
 
 

1
,
7
8
8
,
6
0
4
,
8
0
3

 
 
 
 

Ⅲ
．

事
業

費
用

、
事

業
収

益
及

び
事

業
損

益

事
業

費
用

給
付

金
7
,
4
4
9
,
7
7
9
,
1
9
6

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7
,
4
4
9
,
7
7
9
,
1
9
6

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7
,
4
4
9
,
7
7
9
,
1
9
6

 
 
 
 

運
用

諸
費

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
1
,
8
0
0
,
0
9
3

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
1
,
8
0
0
,
0
9
3

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
1
,
8
0
0
,
0
9
3

 
 
 
 
 
 
 

運
用

損
失

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8
,
9
0
3
,
6
0
5
,
4
4
7

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8
,
9
0
3
,
6
0
5
,
4
4
7

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8
,
9
0
3
,
6
0
5
,
4
4
7

 
 
 
 

そ
の

他
業

務
費

7
3
0
,
7
2
7
,
2
1
5

 
 
 
 
 
 

7
4
,
8
0
5
,
7
8
3

 
 
 
 
 
 
 

5
3
0
,
0
8
7
,
3
0
3

 
 
 
 
 
 
 

1
,
3
3
5
,
6
2
0
,
3
0
1

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
3
3
5
,
6
2
0
,
3
0
1

 
 
 
 

一
般

管
理

費
5
0
,
3
2
9
,
5
4
3

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
,
5
2
3
,
4
6
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
2
,
8
5
3
,
0
0
9

 
 
 
 
 
 
 

3
8
6
,
4
9
9
,
5
8
4

 
 
 
 
 
 

4
3
9
,
3
5
2
,
5
9
3

 
 
 
 
 
 

財
務

費
用

4
,
1
4
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
,
1
4
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
,
1
4
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の

他
2
0
5
,
6
0
5
,
2
9
9

 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
0
5
,
6
0
5
,
2
9
9

 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
0
5
,
6
0
5
,
2
9
9

 
 
 
 
 
 

8
,
4
3
6
,
4
4
5
,
3
9
9

 
 
 
 

9
,
0
2
0
,
2
1
1
,
3
2
3

 
 
 
 

5
3
2
,
6
1
0
,
7
6
9

 
 
 
 
 
 
 

1
7
,
9
8
9
,
2
6
7
,
4
9
1

 
 
 

3
8
6
,
4
9
9
,
5
8
4

 
 
 
 
 
 

1
8
,
3
7
5
,
7
6
7
,
0
7
5

 
 
 

事
業

収
益

運
営

費
交

付
金

収
益

5
3
0
,
1
9
7
,
1
3
2

 
 
 
 
 
 

6
9
,
5
9
0
,
3
4
5

 
 
 
 
 
 
 

5
2
9
,
9
4
5
,
9
8
5

 
 
 
 
 
 
 

1
,
1
2
9
,
7
3
3
,
4
6
2

 
 
 
 

3
6
5
,
7
8
6
,
1
4
4

 
 
 
 
 
 

1
,
4
9
5
,
5
1
9
,
6
0
6

 
 
 
 

保
険

料
収

入
1
4
,
5
3
6
,
3
0
2
,
9
6
0

 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
4
,
5
3
6
,
3
0
2
,
9
6
0

 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
4
,
5
3
6
,
3
0
2
,
9
6
0

 
 
 

運
用

収
益

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
9
7
1
,
1
4
2
,
0
6
1

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
9
7
1
,
1
4
2
,
0
6
1

 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
9
7
1
,
1
4
2
,
0
6
1

 
 
 
 

給
付

準
備

金
戻

入
8
9
,
1
3
8
,
6
8
4

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8
9
,
1
3
8
,
6
8
4

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

8
9
,
1
3
8
,
6
8
4

 
 
 
 
 
 
 

資
産

見
返

負
債

戻
入

2
3
3
,
7
8
0
,
8
2
3

 
 
 
 
 
 

2
5
1
,
2
9
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
1
4
,
4
2
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
3
4
,
5
4
6
,
5
4
0

 
 
 
 
 
 

1
0
,
5
1
4
,
6
9
3

 
 
 
 
 
 
 

2
4
5
,
0
6
1
,
2
3
3
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等
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（単位：円）

資産の部

　Ⅰ流動資産

　    現金及び預金 4,541,411,275

　    未収収益 54,609

　    未収入金 25,322,184

　      貸倒引当金 △ 13,288,233 12,033,951

　　　賞与引当金見返（注） 23,351,868

流動資産合計 4,576,851,703

　Ⅱ固定資産

   　１有形固定資産

  　　　建物 39,374,959

　　　　　減価償却累計額 △ 1,018,833 38,356,126

　  　　工具器具備品 214,312,404

　　　　　減価償却累計額 △ 59,488,878 154,823,526

　　　　リース資産 1,188,592
　　　　　減価償却累計額 △ 1,089,543 99,049

有形固定資産合計 193,278,701

　 　２無形固定資産

　　  　電話加入権 86,580

　　  　ソフトウェア 193,971,096

無形固定資産合計 194,057,676

  　 ３投資その他の資産

　  　　長期性預金 17,987,200

　　  　敷金・保証金 19,868,623

　　  　未収財源措置予定額（注） 137,500,000,000

　　　　退職給付引当金見返（注） 92,054,435

投資その他の資産合計 137,629,910,258

固定資産合計 138,017,246,635

資産合計 142,594,098,338

負債の部

　Ⅰ流動負債

　    運営費交付金債務（注） 528,904,000

　　　一年以内返済長期借入金 100,500,000,000

   　 未払金 100,531,311

　    預り金 3,234,276

　    仮受金 252,848,726

　　　引当金

　　　　賞与引当金 23,351,868

　　　リース債務 74,388

流動負債合計 101,408,944,569

　Ⅱ固定負債

　　　資産見返負債（注）

　　　　資産見返運営費交付金 387,083,067

　　　　資産見返補助金等 93,992 387,177,059

   　 長期借入金

　  　　民間資金借入金 37,000,000,000
　　　引当金

　　　　退職給付引当金 92,054,435

固定負債合計 37,479,231,494

負債合計 138,888,176,063

純資産の部

　Ⅰ資本剰余金

　　　資本剰余金 19,868,623

　　　　資本剰余金合計 19,868,623

　Ⅱ利益剰余金

　　　前中期目標期間繰越積立金（注） 12,041,528

　  　積立金 4,290,399,906

　　　当期未処理損失 616,387,782

　　　（うち当期総損失 616,387,782 ）

利益剰余金合計 3,686,053,652

純資産合計 3,705,922,275

負債純資産合計 142,594,098,338

貸　借　対　照　表
（旧年金勘定）

（令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

年金事業費 53,985,780,645

その他業務費 1,190,807,825

一般管理費 337,830,227

財務費用 185,707,597

臨時損失 64,812,340

損益計算書上の費用合計 55,764,938,634

Ⅱ 行政コスト 55,764,938,634

行政コスト計算書

（旧年金勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）
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（単位：円）

経常費用
　年金事業費
　　給付金 53,956,518,286
　　保険料還付金 568,400
　　長期借入関係費 25,300,000
　　貸倒引当金繰入 3,393,959 53,985,780,645
　その他業務費
　　給与・賞与及び手当 80,772,529
　　法定福利費・福利厚生費 15,382,629
    退職給付費用 5,283,178
　　その他人件費 4,385,912
　　業務委託費 847,051,498
　　賃借料 1,224,916
　　減価償却費 59,872,538
　　保守・修繕費 120,862,485
　　通信運搬費 14,320,451
　　旅費交通費 1,208,573
　　消耗品費 1,242,805
　　諸謝金 346,875
　　賞与引当金繰入 8,799,300
　　その他 30,054,136 1,190,807,825
　一般管理費
　　役員報酬 21,971,217
　　給与・賞与及び手当 103,522,214
　　法定福利費・福利厚生費 21,468,562
　　退職給付費用 5,820,603
　　その他人件費 9,088,024
　　賃借料 62,292,803
　　減価償却費 7,427,690
　　保守・修繕費 4,198,940
　　水道光熱費 3,450,109
　　通信運搬費 2,775,208
　　旅費交通費 1,471,218
　　消耗品費 2,185,282
　　備品費 10,772,554
　　諸謝金 588,989
　　賞与引当金繰入 14,552,568
　　その他 66,244,246 337,830,227
　財務費用
　　支払利息 185,707,597 185,707,597

経常費用合計 55,700,126,294

経常収益
　運営費交付金収益（注） 1,447,365,123
　補助金等収益（注）
　  年金給付費等負担金 53,484,339,000 53,484,339,000
旧年金経理より受入
　資産見返運営費交付金戻入（注） 71,392,189
　資産見返補助金等戻入（注） 150,210
　賞与引当金見返に係る収益（注） 23,351,868
　退職給付引当金見返に係る収益（注） 11,103,781
　財務収益
　　受取利息 54,609 54,609
　雑益 50,737,967

経常収益合計 55,088,494,747
経常損失 611,631,547

臨時損失
　固定資産除却損 4,756,235
　減損損失 2,533,247
　その他臨時損失 57,522,858 64,812,340

臨時利益
　資産見返運営費交付金戻入（注） 2,346,165
　資産見返補助金等戻入（注） 187,082 2,533,247

当期純損失 673,910,640
前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 57,522,858
当期総損失 616,387,782

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書
（旧年金勘定）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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（単位：円）

19,868,623   69,564,386 －  4,290,399,906   －  4,359,964,292  4,379,832,915  

当期変動額

4,290,399,906  △4,290,399,906 － －  

△673,910,640 △673,910,640 △673,910,640 △673,910,640 

△57,522,858 57,522,858      57,522,858     －  －  

－  △57,522,858 4,290,399,906  △4,906,787,688 △616,387,782 △673,910,640 △673,910,640 

19,868,623   12,041,528 4,290,399,906  △616,387,782 △616,387,782 3,686,053,652  3,705,922,275  

当期変動額合計

当期末残高

(２) その他

当期純利益(又は当期純損失)

前中期目標期間繰越積立金取崩額

積立金への振替

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

(１) 利益の処分又は損失の処理

当期首残高

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得

うち当期総利益
(又は当期総損失)

利益剰余金(又は
繰越欠損金)合計

前中期目標期間繰越
積立金

積立金
当期未処分利益(又
は当期未処理損失)

純資産変動計算書

（旧年金勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）

Ⅰ 資本剰余金 Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計
運営費交付金
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（単位：円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

経営移譲年金の給付による支出 △ 30,406,006,718
老齢年金の給付による支出 △ 23,478,293,778
一時金の給付による支出 △ 74,185,926
原材料、商品又はサービスの購入等による支出 △ 1,193,829,769
人件費支出 △ 286,431,055
その他業務費支出 △ 25,337,570
運営費交付金収入 1,888,264,000
国庫補助金等収入 75,384,339,000
その他業務収入 27,394,064

小計 21,835,912,248
利息の支払額 △ 185,707,597

業務活動によるキャッシュ・フロー 21,650,204,651

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 359,906,733
長期性預金の預入による支出 △ 17,987,200
その他の収入 57,522,858

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 320,371,075

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入金の借入による収入 77,000,000,000
長期借入金の返済による支出 △ 98,900,000,000
リース債務の返済による支出 △ 509,238

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 21,900,509,238

Ⅳ資金減少額 △ 570,675,662
Ⅴ資金期首残高 5,112,086,937
Ⅵ資金期末残高 4,541,411,275

キャッシュ・フロー計算書
（旧年金勘定）

（令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 616,387,782
当期総損失 616,387,782

Ⅱ　損失処理額
積立金取崩額 616,387,782

Ⅲ 次期繰越欠損金 － 

損失の処理に関する書類
（旧年金勘定）

（令和７年７月３１日）
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　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月２１日改訂）並びに「『独立行
政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立
行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

２　減価償却の会計処理方法

　定額法を採用しております。

　未収入金の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒れ実績に基づき回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

（重要な会計方針）

１　運営費交付金収益の計上基準
　業務達成基準を採用しております。なお、総務課等の管理部門の活動については、期間進行基準を採用して
おります。

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

６　未収財源措置予定額の計上基準
　年金給付に要する費用のうち、その発生額を後年度において財源措置することとされている特定の費用（独
立行政法人農業者年金基金法（平成１４年法律第１２７号。以下「基金法」という。）附則第１７条第４項）
について、独立行政法人会計基準第８４に基づき計上しております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

９　消費税等の会計処理

　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっておりま
す。

８　リース取引の処理方法
　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

　なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて計上しております。

建物　　　　　　　　　８～１５年

　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３　賞与引当金の計上基準

５　貸倒引当金の計上基準

７　キャッシュ・フローの資金の範囲

４　退職給付に係る引当金の計上基準

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金
と同額を賞与引当金見返として計上しております。

　退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金
と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

工具器具備品　　　　　３～２０年
（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法を採用しております。

（３）リース資産

　税込方式によっております。
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１　その他臨時損失の主な要因は、国庫納付の対象となる東京都港区旧事務所敷金返還金に対し、負債計上を行っ
たことで生じたものであります。

　未収入金に係る一般債権の貸倒引当金については過去の貸倒れ実績に基づき算出した額を貸倒引当金として
計上しております。

　　②　主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等
　当事業年度末における貸倒引当金の計上金額は、現時点での最善の見積りであるものの、債務者を取り巻く
経済環境等が変化した場合には、翌事業年度の財務諸表において貸倒引当金は増減する可能性があります。

△１３，２８８，２３３円未収入金に係る貸倒引当金

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　①　算出方法

　貸倒引当金
（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した金額

　　　当法人の確定拠出制度への要拠出額は、５，１９５，０８４円であります。

４　退職等年金給付制度

（２）退職給付に関連する損益

３　確定拠出制度

　当法人は（重要な会計方針）の「５　貸倒引当金の計上基準」に記載のとおり、貸倒引当金を計上しており
ます。

１１，１０３，７８１円
１１，１０３，７８１円

　　　　　退職給付費用合計

１　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

　　期首における退職給付引当金

（行政コスト計算書関係）

△６，８６１，８４４円
　　期末における退職給付引当金
　　　退職給付の支払額

　資金の期末残高

２　ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、１０，１０７円であり、当該影響額を除いた当期総損失
　は６１６，３９７，８８９円であります。

９２，０５４，４３５円

（重要な会計上の見積り）

　　簡便法で計算した退職給付費用

（キャッシュ・フロー計算書関係）

２　確定給付制度

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　現金及び預金残高 ４，５４１，４１１，２７５円

　独立行政法人の業務運営に関して

　行政コスト
　自己収入等
　法人税等及び国庫納付額

５５，６６３，４３５，５８６円

６，８１２，３８６円

△５０，７９２，５７６円
５５，７６４，９３８，６３４円

△５７，５２２，８５８円

　国民の負担に帰せられるコスト

　機会費用

２　機会費用の計上方法
　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用は、当該職員が国又は地方公共団体に
復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、独立行政
法人農業者年金基金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職手当支給規程を参考に計
算しております。

（損益計算書関係）

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定拠出制度並びに国家公務員共
済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。
　非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付
引当金及び退職給付費用を計算しております。

　　　退職給付費用

　　　当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、６２４，４１５円であります。

１１，１０３，７８１円

４，５４１，４１１，２７５円

８７，８１２，４９８円
（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

（退職給付に係る注記）
１　採用している退職給付制度の概要
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（単位：百万円）

※百万円未満は切り捨て
（注１）負債に計上されるものは、（　　）で示しております。

※百万円未満は切り捨て

民間資金借入金 － 36,969 － 36,969
負債計 － 36,969 － 36,969

敷金・保証金 － 19 － 19
資産計 － 137,506 12 137,518

未収財源措置予定額 － 137,469 － 137,469
長期性預金 － 18 － 18
未収入金 － － 12 12

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベル
に分類しております。

　レベル１の時価：　同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：　レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した
　　　　　　　　　　時価
　レベル３の時価：　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合にはそれらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（５）民間資金借入金 (37,000) (36,969) (△30)
（４）敷金・保証金 19
（３）未収財源措置予定額 137,500 137,469 △30
（２）長期性預金 17 18 0

　　　貸倒引当金 △13
12

　また、現金及び預金、未払金、一年以内返済長期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

12 －

（１）未収入金 25
貸借対照表計上額 時価 差額

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

２　金融商品の時価等に関する事項

　旧年金の給付については、基金法附則第１６条において国庫負担されることが規定されております。また、
同法附則第１７条第１項及び第２項において国庫負担の平準化を図るため、基金は農林水産大臣の要請を受け
て長期借入金を行うことが規定されていることから、旧年金の給付に要する費用の額に相当する額について
は、国庫負担金及び民間資金借入金により資金を調達しております。

（金融商品関係）

　民間資金借入金については、同法附則第１７条第３項の規定により政府保証を受けており、また、債務の償
還及び債務に係る利子の支払いに要する費用については、同条第４項において未収財源措置予定額として国庫
が負担すると規程されているため、これらの規定によりリスクに備えております。

19 0

１　金融商品の状況に関する事項
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①
②

④

⑤

⑥
⑦

⑨

建物
用途

（単位：円）

減損額のうち損益計算書に計上した額
2,533,247

減損額のうち損益計算書に計上していない額
─

帳簿価額
2,533,247東京都港区

　減損を認識した固定資産に関する事項
 （１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）地方公共団体への払戻額
納付年月日
（３）その他民間等への払戻額
納付年月日

種類

資産種類
資産名称

（１）取得価額
（２）減価償却
（３）帳簿価額

場所

（注）

帳簿価格

令和６年１２月１６日付けにて東京都港区
旧事務所の賃貸借契約が終了したことに伴
い、令和７年２月２８日に敷金の返還を受
けたためであります。

事務所運営のための設備

不要財産となった理由

国庫納付等の方法

譲渡収入の額
控除費用

（注）
（注）
（注）
（注）
（注）

現金及び預金による国庫納付を予定してお
ります。
該当ありません。
該当ありません。
（注）（１）国庫納付額

減資額

納付年月日
国庫納付等の額
納付等年月日

建物

（４）回収可能サービス価額の算定方法
　上記固定資産については、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相当
額は、令和６年１２月１６日付けにて賃貸借契約が終了していることから０円とし、帳簿価額を全額減損損失
として計上しております。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
（単位：円）

種類

（注）⑧～⑨については、国庫納付等が行われていないため、金額及び日付を記載しておりません。

（固定資産の減損関係）

（不要財産に係る国庫納付等関係）

③

⑧

未収入金
　未収入金については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に準拠して貸倒引当金を設定
しており、時価は貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した額に近似するため、当該価額を時価として
レベル３に分類しております。

（単位：円）
現金及び預金

敷金・保証金
　敷金・保証金については、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２に分類しております。

　民間資金借入金については、国債利回りで割り引いて算定した価格と元利金の合計額を同様の新規借入を
行った場合に想定される利率で割り引いた価格を比較して時価を算定しており、レベル２に分類しておりま
す。

民間資金借入金

（２）減損の認識に至った経緯
　令和６年１２月１６日付けにて上記固定資産の賃貸借契約が終了し、同日付で退去が完了したため、減損の
認識に至ったものであります。

現金及び預金
―
―

57,522,858

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期性預金
　長期性預金については、新規に同様の運用を行った際に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。

未収財源措置予定額
　未収財源措置予定額については、一年以内返済長期借入金及び民間資金借入金の合計金額であることから、
それぞれの時価を合計して時価を算定しており、レベル２に分類しております。
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（
金
利
競
争
入
札
方
式
）

－
4
0
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
－

0
.
4
0
1

令
和
　
８
年
　
２
月

シ
ン
ジ
ケ
ー
ト
ロ
ー
ン

（
金
利
競
争
入
札
方
式
）

－
3
7
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
－ 

3
7
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
.
6
9
0

令
和
　
８
年
　
８
月

合
　
　
計

6
0
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
7
7
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 
 

1
0
0
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 

3
7
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 
 

0
.
6
9
0

注
１
．
当
期
減
少
額
は
、
流
動
負
債
（
一
年
以
内
返
済
長
期
借
入
金
）
へ
の
振
替
に
よ
る
減
少
で
す
。

注
２
．
借
入
先
は
信
金
中
央
金
庫
ほ
か
3
庫
で
す
。

注
３
．
借
入
先
は
信
金
中
央
金
庫
ほ
か
9
行
庫
で
す
。

注
４
．
借
入
先
は
S
B
I
新
生
銀
行
ほ
か
8
行
庫
で
す
。

注
５
．
平
均
利
率
は
、
一
年
以
内
返
済
長
期
借
入
金
の
利
率
を
除
い
た
も
の
で
す
。

期
末
残
高

（
単
位
：
円
）

期
首
残
高

注
５

注
１
、
注
２

当
期
減
少

注
４

差
引
当
期
末
残
高

　
減
価
償
却
累
計
額
　

期
首
残
高

投
資
そ
の
他
の
資
産

無
形
固
定
資
産

（
減
価
償
却
費
）

合
　
　
計

当
期
増
加
額

注
．
「
未
収
財
源
措
置
予
定
額
」
：
当
期
減
少
額
は
、
独
立
行
政
法
人
農
業
者
年
金
基
金
法
附
則
第
１
７
条
の
規
定
に
基
づ
き
返
済
し
た
借
入
金
額
に
相
当
す
る
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

有
形
固
定
資
産

（
減
価
償
却
費
）

摘
　
　
要

摘
要

期
末
残
高

資
産
の
種
類

返
済
期
限

当
期
減
少
額

平
均
利
率
（
％
）

当
期
増
加

区
　
 
 
分

注
１
、
注
３
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３
．
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

賞
与
引
当
金

2
2
,
0
4
4
,
6
7
5

2
3
,
3
5
1
,
8
6
8

 
2
2
,
0
4
4
,
6
7
5

 
－ 

2
3
,
3
5
1
,
8
6
8

 
 
 
 
 
 

４
．
貸
付
金
等
に
対
す
る
貸
倒
引
当
金
の
明
細

期
首
残
高

当
期
増
減
額

期
末
残
高

期
首
残
高

当
期
増
減
額

期
末
残
高

未
収
入
金

2
5
,
1
2
7
,
4
4
5

1
9
4
,
7
3
9

2
5
,
3
2
2
,
1
8
4

1
0
,
9
8
1
,
9
1
3

2
,
3
0
6
,
3
2
0

1
3
,
2
8
8
,
2
3
3

　
一
般
債
権

2
5
,
1
2
7
,
4
4
5

1
9
4
,
7
3
9

2
5
,
3
2
2
,
1
8
4

1
0
,
9
8
1
,
9
1
3

2
,
3
0
6
,
3
2
0

1
3
,
2
8
8
,
2
3
3

合
　
　
計

2
5
,
1
2
7
,
4
4
5

1
9
4
,
7
3
9

2
5
,
3
2
2
,
1
8
4

1
0
,
9
8
1
,
9
1
3

2
,
3
0
6
,
3
2
0

1
3
,
2
8
8
,
2
3
3

注
．
貸
倒
見
積
高
の
算
定
方
法
は
「
重
要
な
会
計
方
針
」
に
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

５
．
退
職
給
付
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

退
職
給
付
引
当
金

8
7
,
8
1
2
,
4
9
8

1
1
,
1
0
3
,
7
8
1

 
6
,
8
6
1
,
8
4
4

 
9
2
,
0
5
4
,
4
3
5

 

６
．
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
当
期
振
替
額
等
の
明
細

（
１
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
増
減
の
明
細

（
単
位
：
円
）

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定

見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金

小
　
　
計

4
7
7
,
0
0
4
,
0
0
0

1
,
8
8
8
,
2
6
4
,
0
0
0

 
1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
 
 
 
 

1
8
2
,
5
5
2
,
9
3
9

 
 
 
 
 
 

1
7
7
,
5
3
9
,
4
1
9

 
－

1
,
8
0
7
,
4
5
7
,
4
8
1

 
 
 

2
8
,
9
0
6
,
5
1
9

 
5
2
8
,
9
0
4
,
0
0
0

 
 
 
 
 

（
２
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
当
期
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

①
運
営
費
交
付
金
収
益
へ
の
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

費
用

業
務
達
成
基
準
に
よ
る
振
替
額

農
業
者
年
金
事
業

1
,
1
7
6
,
9
3
8
,
2
7
4

 
1
,
1
6
1
,
2
3
4
,
1
6
9

 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
1
4
0
,
0
1
8
,
9
5
5

 
業

務
委

託
費

:
8
4
7
,
0
5
1
,
4
9
8

 
そ

の
他

:
1
7
4
,
1
6
3
,
7
1
6

期
間
進
行
基
準
に
よ
る
振
替
額

2
7
0
,
4
2
6
,
8
4
9

 
2
6
6
,
1
6
5
,
5
6
9

 
 
人

件
費

:
1
0
3
,
0
1
1
,
7
0
7

 
賃

借
料

:
6
2
,
2
9
2
,
8
0
3

 
そ

の
他

:
1
0
0
,
8
6
1
,
0
5
9

合
計

1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
1
,
4
2
7
,
3
9
9
,
7
3
8

 
 
 
 
 

区
 
 
 
 
分

貸
付
金
等
の
残
高

期
首
残
高

当
期
交
付
額

区
分

主
な
使
途

運
営
費
交
付
金
の
主
な
使
途

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

摘
要

期
末
残
高

摘
要

引
当
金
見
返

と
の
相
殺
額

当
期
振
替
額

期
末
残
高

（
単
位
：
円
）

貸
倒
引
当
金
の
残
高

摘
要

 
注

運
営
費
交
付
金
収
益
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②
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定
見
返
運
営
費
交
付
金
及
び
資
本
剰
余
金
へ
の
振
替
額
並
び
に
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

振
替
額

振
替
額

振
替
額

農
業
者
年
金
事
業

9
1
,
3
4
7
,
2
3
3

 
1
7
7
,
5
3
9
,
4
1
9

 
 
 
 
 

－ 

法
人
共
通

9
1
,
2
0
5
,
7
0
6

 
－ 

－ 

合
計

1
8
2
,
5
5
2
,
9
3
9

 
1
7
7
,
5
3
9
,
4
1
9

 
 
 
 
 

－

(
３
)
引
当
金
見
返
と
の
相
殺
額
の
明
細

（
単
位
：
円
）

相
殺
額

農
業
者
年
金
事
業

1
6
,
3
9
0
,
0
7
4

 

法
人
共
通

1
2
,
5
1
6
,
4
4
5

 

合
計

2
8
,
9
0
6
,
5
1
9

 

(
４
)
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
の
明
細

（
単
位
：
円
）

業
務
達
成
基
準
を
採
用
し
た
業
務
に

係
る
分

－ 

期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
に

係
る
分

－ 

配
分
留
保
額

5
2
8
,
9
0
4
,
0
0
0

 

計
5
2
8
,
9
0
4
,
0
0
0

 

７
．
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

預
り
補
助
金
等

未
収
財
源
措
置
予
定
額

収
益
計
上

そ
の
他

農
業
者
年
金
給
付
費
等
負
担
金

7
5
,
3
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

－ 
2
1
,
9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

－

合
 
 
　
計

7
5
,
3
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

－ 
2
1
,
9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

－

主
な
使
途

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定
見
返
運
営
費
交
付
金
へ
の
振
替

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

：
1
7
7
,
5
3
9
,
4
1
9

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
へ
の
振
替

運
営
費
交
付
金
債
務
残
高

セ
グ
メ
ン
ト

使
用
見
込
み

左
の
会
計
処
理
内
訳

当
期
交
付
額

セ
グ
メ
ン
ト

法
人
運
営
上
の
不
測
の
事
態
に
備
え
る
た
め
留
保
し
て
い
る
額

主
な
使
途

賞
与

引
当

金
見

返
:
9
,
8
1
3
,
4
9
8
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

2
,
7
0
2
,
9
4
7

賞
与

引
当

金
見

返
:
1
2
,
2
3
1
,
1
7
7
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

4
,
1
5
8
,
8
9
7

資
本
剰
余
金
へ
の
振
替

建
物

付
属

設
備

等
:
3
9
,
3
7
4
,
9
5
9
、

什
器

等
：

3
4
,
5
9
3
,
2
5
1
、

そ
の

他
：

1
7
,
2
3
7
,
4
9
6

引
当
金
見
返
と
の
相
殺

主
な
使
途

サ
ー

バ
：

9
0
,
4
2
5
,
2
7
0
、

そ
の

他
：

9
2
1
,
9
6
3

主
な
相
殺
額
の
内
訳

区
　
　
分

摘
要

  
- 47 -



８
．
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
（
令
和
６
年
４
月
１
日
～
令
和
７
年
３
月
３
１
日
）

（
単
位
：
円
）

農
業
者
年
金
事
業

法
人
共
通

合
計

Ⅰ
．
行
政
コ
ス
ト

損
益
計
算
上
の
費
用
合
計

5
5
,
4
1
7
,
7
7
5
,
4
8
1

 
 
 
 

3
4
7
,
1
6
3
,
1
5
3

 
 
 
 
 
 

5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 
 
 

行
政
コ
ス
ト

5
5
,
4
1
7
,
7
7
5
,
4
8
1

 
 
 
 

3
4
7
,
1
6
3
,
1
5
3

 
 
 
 
 
 

5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 
 
 

Ⅱ
．
独
立
行
政
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
国
民
の
負
担
に

　
　
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

5
5
,
3
7
1
,
2
0
6
,
1
9
5

 
 
 
 

2
9
2
,
2
2
9
,
3
9
1

 
 
 
 
 
 

5
5
,
6
6
3
,
4
3
5
,
5
8
6

 
 
 
 

Ⅲ
．
事
業
費
用
、
事
業
収
益
及
び
事
業
損
益

　
事
業
費
用

給
付
金

5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 
 
 
 

－ 
5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 
 
 
 

そ
の
他
業
務
費

1
,
1
9
0
,
8
0
7
,
8
2
5

 
 
 
 
 

－ 
1
,
1
9
0
,
8
0
7
,
8
2
5

 
 
 
 
 

一
般
管
理
費

5
0
,
3
0
4
,
1
1
5

 
2
8
7
,
5
2
6
,
1
1
2

 
 
 
 
 
 

3
3
7
,
8
3
0
,
2
2
7

 

財
務
費
用

1
8
5
,
7
0
7
,
5
9
7

 
－ 

1
8
5
,
7
0
7
,
5
9
7

 

そ
の
他

2
9
,
2
6
2
,
3
5
9

 
－ 

2
9
,
2
6
2
,
3
5
9

 

5
5
,
4
1
2
,
6
0
0
,
1
8
2

 
 
 
 

2
8
7
,
5
2
6
,
1
1
2

 
 
 
 
 
 

5
5
,
7
0
0
,
1
2
6
,
2
9
4

 
 
 
 

　
事
業
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

1
,
1
7
6
,
9
3
8
,
2
7
4

 
 
 
 
 

2
7
0
,
4
2
6
,
8
4
9

 
 
 
 
 
 

1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
 
 
 
 

補
助
金
等
収
益

5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

－ 
5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

資
産
見
返
負
債
戻
入

6
2
,
8
3
3
,
6
9
0

 
8
,
7
0
8
,
7
0
9

 
7
1
,
5
4
2
,
3
9
9

 

そ
の
他

7
1
,
2
6
0
,
6
6
2

 
1
3
,
9
8
7
,
5
6
3

 
8
5
,
2
4
8
,
2
2
5

 

5
4
,
7
9
5
,
3
7
1
,
6
2
6

 
 
 
 

2
9
3
,
1
2
3
,
1
2
1

 
 
 
 
 
 

5
5
,
0
8
8
,
4
9
4
,
7
4
7

 
 
 
 

　
事
業
損
益

△
6
1
7
,
2
2
8
,
5
5
6

 
5
,
5
9
7
,
0
0
9

 
△
6
1
1
,
6
3
1
,
5
4
7

 

Ⅳ
．
臨
時
損
益
等

臨
時
損
失

固
定
資
産
除
却
損

3
,
4
7
5
,
2
1
6

 
1
,
2
8
1
,
0
1
9

 
4
,
7
5
6
,
2
3
5

 

減
損
損
失

1
,
7
0
0
,
0
8
3

 
8
3
3
,
1
6
4

 
2
,
5
3
3
,
2
4
7

 

そ
の
他
臨
時
損
失

－ 
5
7
,
5
2
2
,
8
5
8

 
5
7
,
5
2
2
,
8
5
8

 

5
,
1
7
5
,
2
9
9

 
5
9
,
6
3
7
,
0
4
1

 
6
4
,
8
1
2
,
3
4
0

 

臨
時
利
益

資
産
見
返
負
債
戻
入

1
,
7
0
0
,
0
8
3

 
8
3
3
,
1
6
4

 
2
,
5
3
3
,
2
4
7

 

1
,
7
0
0
,
0
8
3

 
8
3
3
,
1
6
4

 
2
,
5
3
3
,
2
4
7

 

当
期
純
損
益

△
6
2
0
,
7
0
3
,
7
7
2

 
△
5
3
,
2
0
6
,
8
6
8

 
△
6
7
3
,
9
1
0
,
6
4
0

 

前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金
取
崩
額

－ 
5
7
,
5
2
2
,
8
5
8

 
5
7
,
5
2
2
,
8
5
8

 

当
期
総
損
益

△
6
2
0
,
7
0
3
,
7
7
2

 
4
,
3
1
5
,
9
9
0

 
△
6
1
6
,
3
8
7
,
7
8
2

 

Ⅴ
．
総
資
産

未
収
財
源
措
置
予
定
額

1
3
7
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

－ 
1
3
7
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

そ
の
他

4
,
2
4
8
,
5
5
9
,
4
6
4

 
 
 
 
 

8
4
5
,
5
3
8
,
8
7
4

 
 
 
 
 
 

5
,
0
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 
 
 
 
 

1
4
1
,
7
4
8
,
5
5
9
,
4
6
4

 
 
 

8
4
5
,
5
3
8
,
8
7
4

 
 
 
 
 
 

1
4
2
,
5
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 
 
 

注
１
．
事
業
の
種
類
の
区
分
方
法

　
　
中
期
目
標
に
お
け
る
一
定
の
事
業
等
の
ま
と
ま
り
ご
と
の
区
分
に
基
づ
く
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
を
開
示
し
て
お
り
ま
す
。

注
２
．
事
業
内
容
　

　
 
 
農
業
者
年
金
事
業
　
　
被
保
険
者
資
格
の
適
用
及
び
収
納
関
係
業
務
、
年
金
等
の
給
付
業
務

注
３
.
 
事
業
費
用
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
2
8
7
,
5
2
6
,
1
1
2
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
費
用
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か

か
る
費
用
で
あ
り
ま
す
。

注
４
.
 
事
業
収
益
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
2
9
3
,
1
2
3
,
1
2
1
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
収
益
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か

か
る
収
益
で
あ
り
ま
す
。

注
５
.
 
臨
時
損
失
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
5
9
,
6
3
7
,
0
4
1
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
損
失
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か

る
損
失
で
あ
り
ま
す
。

注
６
.
 
臨
時
利
益
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
8
3
3
,
1
6
4
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
利
益
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
利
益

で
あ
り
ま
す
。

注
７
.
 
総
資
産
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
8
4
5
,
5
3
8
,
8
7
4
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
資
産
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か

る
資
産
で
あ
り
ま
す
。

注
８
．
国
民
一
人
当
た
り
の
セ
グ
メ
ン
ト
費
用
は
、
農
業
者
年
金
事
業
4
3
8
.
9
円
で
あ
り
ま
す
。

※
令
和
２
年
国
勢
調
査
の
確
定
人
口
1
2
6
,
1
4
6
,
0
9
9
人
（
令
和
3
年
1
2
月
1
日
官
報
告
示
）
を
用
い
て
算
出
し
て
お
り
ま
す
。

計 計 計計計
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追
加
的
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
（
令
和
６
年
４
月
１
日
～
令
和
７
年
３
月
３
１
日
）

（
単
位
：
円
）

　
　
独
立
行
政
法
人
農
業
者
年
金
基
金
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
(
平
成
1
5
年
9
月
2
9
日
農
林
水
産
省
令
第
1
0
0
号
）

の
区
分
に
よ
る
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

旧
年
金
経
理

業
務
経
理

計
調
整

合
　
　
計

Ⅰ
．
行
政
コ
ス
ト

損
益
計
算
上
の
費
用
合
計

5
4
,
1
7
1
,
4
8
8
,
2
4
2

 
 
 
 

1
,
5
9
3
,
4
5
0
,
3
9
2

 
 
 
 

5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 
 
 

－
5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 

行
政
コ
ス
ト

5
4
,
1
7
1
,
4
8
8
,
2
4
2

 
 
 
 

1
,
5
9
3
,
4
5
0
,
3
9
2

 
 
 
 

5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 
 
 

－
5
5
,
7
6
4
,
9
3
8
,
6
3
4

 
 

Ⅱ
．
事
業
費
用
、
事
業
収
益
及
び
事
業
損
益

　
事
業
費
用

給
付
金

5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 
 
 
 

－ 
5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 
 
 
 

－
5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 
 

そ
の
他
業
務
費

－ 
1
,
1
9
0
,
8
0
7
,
8
2
5

 
 
 
 

1
,
1
9
0
,
8
0
7
,
8
2
5

 
 
 
 
 

－
1
,
1
9
0
,
8
0
7
,
8
2
5

 
 
 

一
般
管
理
費

－ 
3
3
7
,
8
3
0
,
2
2
7

 
 
 
 
 
 

3
3
7
,
8
3
0
,
2
2
7

 
－

3
3
7
,
8
3
0
,
2
2
7

 
 
 
 
 

財
務
費
用

1
8
5
,
7
0
7
,
5
9
7

 
－ 

1
8
5
,
7
0
7
,
5
9
7

 
－ 

1
8
5
,
7
0
7
,
5
9
7

 
 
 
 
 

そ
の
他

2
9
,
2
6
2
,
3
5
9

 
－ 

2
9
,
2
6
2
,
3
5
9

 
－ 

2
9
,
2
6
2
,
3
5
9

 
 
 
 
 
 

5
4
,
1
7
1
,
4
8
8
,
2
4
2

 
 
 
 

1
,
5
2
8
,
6
3
8
,
0
5
2

 
 
 
 

5
5
,
7
0
0
,
1
2
6
,
2
9
4

 
 
 
 

－ 
5
5
,
7
0
0
,
1
2
6
,
2
9
4

 
 

　
事
業
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

－ 
1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
 
 
 

1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
 
 
 
 

－
1
,
4
4
7
,
3
6
5
,
1
2
3

 
 
 

補
助
金
等
収
益

5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

－ 
5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 
 
 

－
5
3
,
4
8
4
,
3
3
9
,
0
0
0

 
 

資
産
見
返
負
債
戻
入

－ 
7
1
,
5
4
2
,
3
9
9

 
7
1
,
5
4
2
,
3
9
9

 
－ 

7
1
,
5
4
2
,
3
9
9

 
 
 
 
 
 

そ
の
他

3
7
,
3
5
1
,
2
1
0

 
4
7
,
8
9
7
,
0
1
5

 
8
5
,
2
4
8
,
2
2
5

 
－ 

8
5
,
2
4
8
,
2
2
5

 
 
 
 
 
 

5
3
,
5
2
1
,
6
9
0
,
2
1
0

 
 
 
 

1
,
5
6
6
,
8
0
4
,
5
3
7

 
 
 
 

5
5
,
0
8
8
,
4
9
4
,
7
4
7

 
 
 
 

－ 
5
5
,
0
8
8
,
4
9
4
,
7
4
7

 
 

　
事
業
損
益

△
6
4
9
,
7
9
8
,
0
3
2

 
3
8
,
1
6
6
,
4
8
5

 
△
6
1
1
,
6
3
1
,
5
4
7

 
－ 

△
6
1
1
,
6
3
1
,
5
4
7

 

当
期
総
損
益

△
6
4
9
,
7
9
8
,
0
3
2

 
3
3
,
4
1
0
,
2
5
0

 
△
6
1
6
,
3
8
7
,
7
8
2

 
△
6
1
6
,
3
8
7
,
7
8
2

 

Ⅲ
．
総
資
産

未
収
財
源
措
置
予
定
額

1
3
7
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

－ 
1
3
7
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 

－
1
3
7
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 

そ
の
他

3
,
8
8
8
,
3
2
1
,
6
0
6

 
 
 
 
 

1
,
2
0
5
,
7
7
6
,
7
3
2

 
 
 
 

5
,
0
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 
 
 
 
 

－ 
5
,
0
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 
 
 

1
4
1
,
3
8
8
,
3
2
1
,
6
0
6

 
 
 

1
,
2
0
5
,
7
7
6
,
7
3
2

 
 
 
 

1
4
2
,
5
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 
 
 

－ 
1
4
2
,
5
9
4
,
0
9
8
,
3
3
8

 

９
．
そ
の
他
の
主
要
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

費
用
及
び
収
益
の
明
細

給
付
金

（
単
位
：
円
）

経
営
移
譲
年
金
給
付
費

3
0
,
4
0
6
,
0
0
6
,
7
1
8

 

老
齢
年
金
給
付
費

2
3
,
4
7
8
,
2
9
3
,
7
7
8

 

一
時
金
給
付
費

7
2
,
2
1
7
,
7
9
0

 

合
　
　
計

5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6

 

注
．
給
付
金
の
資
金
源
泉

・
負
担
金
 
5
3
,
9
5
6
,
5
1
8
,
2
8
6
円

計 計計

内
　
　
訳

金
　
　
額
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農地売買貸借等勘定
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（単位：円）

資産の部

　Ⅰ流動資産

現金及び預金 95,226,341

賞与引当金見返（注） 939,825

流動資産合計 96,166,166

 Ⅱ固定資産

　　１有形固定資産

　建物 3,147,199

減価償却累計額 △ 81,429 3,065,770

　工具器具備品 6,398,194

減価償却累計額 △ 1,968,259 4,429,935

有形固定資産合計 7,495,705

 ２無形固定資産

 電話加入権 30,420

ソフトウェア 195,126

無形固定資産合計 225,546

　 ３投資その他の資産

敷金・保証金 1,470,137

破産・更生債権等 10,017,582

貸倒引当金 △ 7,756,337 2,261,245

退職給付引当金見返（注） 2,687,656

投資その他の資産合計 6,419,038

固定資産合計 14,140,289

資産合計 110,306,455

負債の部

　Ⅰ流動負債

運営費交付金債務（注） 56,906,000

    未払金 28,576,135

 預り金 258,512

引当金

賞与引当金 939,825

流動負債合計 86,680,472

 Ⅱ固定負債

資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金 7,623,091

資産見返補助金等 67,740 7,690,831

引当金

退職給付引当金 2,687,656

固定負債合計 10,378,487

負債合計 97,058,959

純資産の部

　Ⅰ資本剰余金

資本剰余金 1,470,137

資本剰余金合計 1,470,137

 Ⅱ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 5,602,543

　積立金 3,398,472

当期未処分利益 2,776,344

（うち当期総利益 2,776,344 ）

利益剰余金合計 11,777,359

純資産合計 13,247,496

負債純資産合計 110,306,455

貸　借　対　照　表
（農地売買貸借等勘定）

（令和７年３月３１日）

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

その他業務費 6,186,464

一般管理費 16,700,771

臨時損失 27,867,844

損益計算書上の費用合計 50,755,079

Ⅱ 行政コスト 50,755,079

行政コスト計算書

（農地売買貸借等勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）
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（単位：円）

経常費用
　その他業務費
　　給与・賞与及び手当 4,888,265
　　法定福利費・福利厚生費 999,719
　　退職給付費用 △ 770,932
　　業務委託費 489,288
　　減価償却費 2,307
　　旅費交通費 82,140
　　賞与引当金繰入 495,677 6,186,464
　一般管理費
　　役員報酬 578,963
　　給与・賞与及び手当 2,973,362
　　法定福利費・福利厚生費 612,858
　　退職給付費用 △ 1,512,145
　　その他人件費 726,396
　　賃借料 4,978,999
　　減価償却費 569,780
　　保守・修繕費 335,617
　　水道光熱費 275,764
　　通信運搬費 221,819
　　旅費交通費 117,593
　　消耗品費 174,666
　　備品費 861,039
　　諸謝金 47,076
　　賞与引当金繰入 444,148
　　その他 5,294,836 16,700,771

経常費用合計 22,887,235

経常収益
　運営費交付金収益（注） 23,942,654
　貸付金利息収入 1,822,601
　資産見返運営費交付金戻入（注） 1,052,402
　資産見返補助金等戻入（注） 107,712
　賞与引当金見返に係る収益（注） 939,825
　退職給付引当金見返に係る収益（注） △ 2,283,077
　雑益 601,407

経常収益合計 26,183,524
経常収益 3,296,289

臨時損失
　固定資産除却損 588,027
　減損損失 80,263
　その他臨時損失 27,199,554 27,867,844

臨時利益
　貸倒引当金戻入益 68,082
　資産見返運営費交付金戻入（注） 70,949
　資産見返補助金等戻入（注） 9,314 148,345

当期純損失 24,423,210
前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 27,199,554
当期総利益 2,776,344

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書
（農地売買貸借等勘定）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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（単位：円）

1,470,137    32,802,097    －  3,398,472      －  36,200,569     37,670,706    

当期変動額

3,398,472      △3,398,472 －  －  

△24,423,210 △24,423,210 △24,423,210 △24,423,210 

△27,199,554 27,199,554     27,199,554     －  －  

－  △27,199,554 3,398,472      △622,128 2,776,344      △24,423,210 △24,423,210 

1,470,137    5,602,543     3,398,472      2,776,344      2,776,344      11,777,359     13,247,496    

積立金への振替

当期変動額合計

当期末残高

(２) その他

当期純利益(又は当期純損失)

前中期目標期間繰越積立金取崩額

　Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)の当期変動額

(１) 利益の処分又は損失の処理

当期首残高

　Ⅰ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得

うち当期総利益
(又は当期総損失)

利益剰余金(又は
繰越欠損金)合計

前中期目標期間
繰越積立金

積立金
当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

純資産変動計算書

（農地売買貸借等勘定）

（令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日）

Ⅰ 資本剰余金 Ⅱ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計
運営費交付金
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（単位：円）
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入等による支出 △ 13,053,167
人件費支出 △ 12,323,161
運用収入 1,822,601
農地等取得資金貸付金等の回収による収入 480,000
運営費交付金収入 63,799,000
その他業務収入 601,407

業務活動によるキャッシュ・フロー 41,326,680

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 7,275,140
その他の収入 27,199,554

投資活動によるキャッシュ・フロー 19,924,414

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー －

Ⅳ資金増加額 61,251,094
Ⅴ資金期首残高 33,975,247
Ⅵ資金期末残高 95,226,341

キャッシュ・フロー計算書
（農地売買貸借等勘定）

（令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 2,776,344
当期総利益 2,776,344

Ⅱ 利益処分額
積立金 2,776,344

利益の処分に関する書類
（農地売買貸借等勘定）
（令和７年７月３１日）
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　破産・更生債権等については債権額から担保の処分可能見込額を差し引いた額を貸倒引当金として計上して
おります。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

（重要な会計上の見積り）

② 主要な仮定及び翌事業年度の財務諸表に与える影響等

（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した金額
　貸倒引当金

当法人は（重要な会計方針）の「５　貸倒引当金の計上基準」に記載のとおり、貸倒引当金を計上しており
ます。

① 算出方法

△７，７５６，３３７円

（重要な会計方針）

１　運営費交付金収益の計上基準
　業務達成基準を採用しております。なお、総務課等の管理部門の活動については、期間進行基準を採用して
おります。

工具器具備品 ３～２０年

２　減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

建物 ８～１５年

定額法を採用しております。

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月２１日改訂）並びに「『独立行
政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立
行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

当事業年度末における貸倒引当金の計上金額は、現時点での最善の見積りであるものの、債務者を取り巻く
経済環境や、債務者の経営状況、不動産競売の売却基準価格等が変化した場合には、翌事業年度の財務諸表に
おいて貸倒引当金は増減する可能性があります。

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

７　消費税等の会計処理

　破産・更生債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒れ実績に基づき、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

定額法を採用しております。
なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて計上しております。

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金
と同額を賞与引当金見返として計上しております。

破産・更生債権等に係る貸倒引当金

３　賞与引当金の計上基準

　退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金
と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

４　退職給付に係る引当金の計上基準

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっておりま
す。

５　貸倒引当金の計上基準

　税込方式によっております。

６　キャッシュ・フローの資金の範囲
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その他臨時損失の主な要因は、国庫納付の対象となる東京都港区旧事務所敷金返還金に対し、負債計上を
 行ったことで生じたものであります。

　　期末における退職給付引当金
退職給付の支払額

１　採用している退職給付制度の概要

　　簡便法で計算した退職給付費用

２，６８７，６５６円

２　確定給付制度

（退職給付に係る注記）

　現金及び預金残高

△２，２８３，０７７円

　独立行政法人の業務運営に関して

△２７，１９９，５５４円

　行政コスト

２　機会費用の計上方法

１９８，８９７円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

　自己収入等

　国民の負担に帰せられるコスト

（損益計算書関係）

２１，２６２，３３２円

　　期首における退職給付引当金
（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　資金の期末残高

（行政コスト計算書関係）

　法人税等及び国庫納付額

５０，７５５，０７９円

　機会費用

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定拠出制度並びに国家公務員共
済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。
　非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付
引当金及び退職給付費用を計算しております。

９５，２２６，３４１円
９５，２２６，３４１円

退職給付費用

３　確定拠出制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、１６，３１４円であります。

５，１７１，０７４円

４　退職等年金給付制度

△２，２８３，０７７円
退職給付費用合計

１　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

△２，４９２，０９０円

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用は、当該職員が国又は地方公共団体に
復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、独立行政
法人農業者年金基金役員退職手当支給規程及び独立行政法人農業者年金基金職員退職手当支給規程を参考に計
算しております。

△２，２８３，０７７円

当法人の確定拠出制度への要拠出額は、２８７，４０７円であります。

△２００，３４１円

（２）退職給付に関連する損益
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（単位：百万円）

※百万円未満は切り捨て

※百万円未満は切り捨て

　破産・更生債権等については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に準拠して貸倒引当
金を設定しており、債権額から担保の処分可能見込額を差し引いた額を貸倒引当金として計上しているため、
時価は貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した額に近似しており、当該価額を時価としてレベル３に
分類しております。

敷金・保証金
　敷金・保証金については、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２に分類しております。

破産・更生債権等

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金・保証金 － 1 － 1
資産計 － 1 2 3

破産・更生債権等 － － 2 2

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：　同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：　レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合にはそれらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

2 －
（２）敷金・保証金 1 1 0

貸倒引当金 △7
2

（１）破産・更生債権等 10

　破産・更生債権等については、個人に対する債権であり、貸付先等の契約不履行によってもたらされる信用
リスクに晒されております。このため当基金では「売渡金債権及び貸付金債権の管理回収事務取扱要領」（平
成１５年１０月１日制定）等の規定に従い、債権について個別に保証や担保の設定、問題債権への対応など、
与信管理に関する体制を整備し運用しております。

時価

１　金融商品の状況に関する事項

（金融商品関係）

差額

　また、現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

貸借対照表計上額

２　金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
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①
②

④

⑤

⑥
⑦

⑨

譲渡収入の額
控除費用

減資額

（１）国庫納付額
納付年月日
（２）地方公共団体への払戻額
納付年月日
（３）その他民間等への払戻額
納付年月日

（注）
（注）

（注）

資産種類
資産名称

（１）取得価額
（２）減価償却
（３）帳簿価額

不要財産となった理由

国庫納付等の方法

現金及び預金
現金及び預金

―
―

27,199,554
③ 帳簿価格

80,263

減損額のうち損益計算書に計上していない額
─

事務所運営のための設備 建物 東京都港区

種類 減損額のうち損益計算書に計上した額

（単位：円）

令和６年１２月１６日付けにて上記固定資産の賃貸借契約が終了し、同日付で退去が完了したため、減損の
認識に至ったものであります。

（２）減損の認識に至った経緯

（注）⑧～⑨については、国庫納付等が行われていないため、金額及び日付を記載しておりません。

　減損を認識した固定資産に関する事項

用途 種類 場所
（単位：円）

帳簿価額

（注）

⑧
国庫納付等の額
納付等年月日

令和６年１２月１６日付けにて東京都港
区旧事務所の賃貸借契約が終了したこと
に伴い、令和７年２月２８日に敷金の返
還を受けたためであります。

現金及び預金による国庫納付を予定して
おります。

該当ありません。
該当ありません。
（注）
（注）
（注）

（不要財産に係る国庫納付等関係）

（固定資産の減損関係）

（４）回収可能サービス価額の算定方法
上記固定資産については、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相当

額は、令和６年１２月１６日付けにて賃貸借契約が終了していることから０円とし、帳簿価額を全額減損損失
として計上しております。

建物 80,263

（単位：円）
（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

 （１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
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1
9

△
6
8
,
0
8
2

7
,
7
5
6
,
3
3
7

　
破
産
・
更
生
債
権
等

1
0
,
4
9
7
,
5
8
2

△
4
8
0
,
0
0
0

1
0
,
0
1
7
,
5
8
2

7
,
8
2
4
,
4
1
9

△
6
8
,
0
8
2

7
,
7
5
6
,
3
3
7

合
　
　
計

1
0
,
4
9
7
,
5
8
2

△
4
8
0
,
0
0
0

1
0
,
0
1
7
,
5
8
2

7
,
8
2
4
,
4
1
9

△
6
8
,
0
8
2

7
,
7
5
6
,
3
3
7

注
．
貸
倒
見
積
高
の
算
定
方
法
は
「
重
要
な
会
計
方
針
」
に
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

５
．
退
職
給
付
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

退
職
給
付
引
当
金

5
,
1
7
1
,
0
7
4

△
2
,
2
8
3
,
0
7
7

 
2
0
0
,
3
4
1

2
,
6
8
7
,
6
5
6

 

６
．
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
当
期
振
替
額
等
の
明
細

（
１
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
増
減
の
明
細

（
単
位
：
円
）

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定

見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金

小
　
　
計

2
5
,
6
9
6
,
0
0
0

 
6
3
,
7
9
9
,
0
0
0

 
2
3
,
9
4
2
,
6
5
4

 
 
 
 
 
 

7
,
2
7
5
,
1
4
0

－
－

3
1
,
2
1
7
,
7
9
4

 
 
 
 
 
 

1
,
3
7
1
,
2
0
6

5
6
,
9
0
6
,
0
0
0

 
 
 
 
 

（
２
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
当
期
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

①
運
営
費
交
付
金
収
益
へ
の
振
替
額
及
び
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

費
用

業
務
達
成
基
準
に
よ
る
振
替
額

農
業
者
年
金
事
業

7
,
5
2
3
,
9
2
2

 
7
,
8
3
9
,
1
8
3

 
 
人

件
費

:
7
,
2
6
7
,
7
5
5

 
業

務
委

託
費

:
4
8
9
,
2
8
8

 
そ

の
他

:
8
2
,
1
4
0

期
間
進
行
基
準
に
よ
る
振
替
額

1
6
,
4
1
8
,
7
3
2

 
1
5
,
8
1
9
,
2
1
7

 
 
 
 
 
 

 
人

件
費

:
2
,
7
7
8
,
4
9
9

 
賃

借
料

:
4
,
9
7
8
,
9
9
9

 
そ

の
他

:
8
,
0
6
1
,
7
1
9

合
計

2
3
,
9
4
2
,
6
5
4

 
2
3
,
6
5
8
,
4
0
0

 
 
 
 
 
 

②
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定
見
返
運
営
費
交
付
金
及
び
資
本
剰
余
金
へ
の
振
替
額
並
び
に
主
な
使
途
の
明
細

（
単
位
：
円
）

振
替
額

振
替
額

振
替
額

農
業
者
年
金
事
業

－ 
－ 

－ 

法
人
共
通

7
,
2
7
5
,
1
4
0

 
－ 

－ 

合
計

7
,
2
7
5
,
1
4
0

 
－

－ 資
本
剰
余
金
へ
の
振
替

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮
勘
定
見
返
運
営
費
交
付
金
へ
の
振
替

主
な
使
途

主
な
使
途

貸
付
金
等
の
残
高

当
期
交
付
額

期
首
残
高

摘
要

主
な
使
途

セ
グ
メ
ン
ト

運
営
費
交
付
金
の
主
な
使
途

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
へ
の
振
替

主
な
使
途

運
営
費
交
付
金
収
益

（
単
位
：
円
）

区
 
 
 
 
分

引
当
金
見
返

と
の
相
殺
額

貸
倒
引
当
金
の
残
高

区
分

建
物

付
属

設
備

等
:
3
,
1
4
7
,
1
9
9
、

什
器

等
：

2
,
7
6
5
,
0
0
2
、

そ
の

他
：

1
,
3
6
2
,
9
3
9

注

当
期
振
替
額

期
末
残
高

摘
要
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(
３
)
引
当
金
見
返
と
の
相
殺
額
の
明
細

（
単
位
：
円
）

相
殺
額

農
業
者
年
金
事
業

7
2
4
,
0
7
8

 

法
人
共
通

6
4
7
,
1
2
8

 

合
計

1
,
3
7
1
,
2
0
6

 

(
４
)
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
の
明
細

業
務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－ 

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分
－ 

配
分
留
保
額

5
6
,
9
0
6
,
0
0
0

 

計
5
6
,
9
0
6
,
0
0
0

 

引
当
金
見
返
と
の
相
殺

法
人
運
営
上
の
不
測
の
事
態
に
備
え
る
た
め
留
保
し
て
い
る
額

セ
グ
メ
ン
ト

（
単
位
：
円
）

運
営
費
交
付
金
債
務
残
高

使
用
見
込
み

賞
与

引
当

金
見

返
:
6
0
2
,
6
5
3
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

1
2
1
,
4
2
5

賞
与

引
当

金
見

返
:
5
6
8
,
2
1
2
、

退
職

給
付

引
当

金
見

返
：

7
8
,
9
1
6

主
な
相
殺
額
の
内
訳
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７
．
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
（
令
和
６
年
４
月
１
日
～
令
和
７
年
３
月
３
１
日
）

（
単
位
：
円
）

農
業
者
年
金
事
業

法
人
共
通

合
計

Ⅰ
．
行
政
コ
ス
ト

損
益
計
算
上
の
費
用
合
計

7
,
5
0
0
,
2
3
1

 
 
 
 
 
 
 

4
3
,
2
5
4
,
8
4
8

 
 
 
 
 
 

5
0
,
7
5
5
,
0
7
9

 
 
 
 
 
 
 
 

行
政
コ
ス
ト

7
,
5
0
0
,
2
3
1

 
 
 
 
 
 
 

4
3
,
2
5
4
,
8
4
8

 
 
 
 
 
 

5
0
,
7
5
5
,
0
7
9

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ
．
独
立
行
政
法
人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
国
民
の
負
担

　
　
に
帰
せ
ら
れ
る
コ
ス
ト

5
,
1
2
9
,
8
5
6

 
 
 
 
 
 
 

1
6
,
1
3
2
,
4
7
6

 
 
 
 
 
 

2
1
,
2
6
2
,
3
3
2

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ
．
事
業
費
用
、
事
業
収
益
及
び
事
業
損
益

事
業
費
用

そ
の
他
業
務
費

6
,
1
8
6
,
4
6
4

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6
,
1
8
6
,
4
6
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 

一
般
管
理
費

9
5
2
,
7
0
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
5
,
7
4
8
,
0
6
8

 
 
 
 
 
 

1
6
,
7
0
0
,
7
7
1

 
 
 
 
 
 
 
 

7
,
1
3
9
,
1
6
7

 
 
 
 
 
 
 

1
5
,
7
4
8
,
0
6
8

 
 
 
 
 
 

2
2
,
8
8
7
,
2
3
5

 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

7
,
5
2
3
,
9
2
2

 
 
 
 
 
 
 

1
6
,
4
1
8
,
7
3
2

 
 
 
 
 
 

2
3
,
9
4
2
,
6
5
4

 
 
 
 
 
 
 
 

貸
付
金
利
息
収
入

1
,
8
2
2
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
8
2
2
,
6
0
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資
産
見
返
負
債
戻
入

3
6
2
,
6
4
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 

7
9
7
,
4
6
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
,
1
6
0
,
1
1
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の
他

△
1
0
0
,
9
2
4

 
 
 
 
 
 
 

△
6
4
0
,
9
2
1

 
 
 
 
 
 
 

△
7
4
1
,
8
4
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 

9
,
6
0
8
,
2
4
4

 
 
 
 
 
 
 

1
6
,
5
7
5
,
2
8
0

 
 
 
 
 
 

2
6
,
1
8
3
,
5
2
4

 
 
 
 
 
 
 
 

　
事
業
損
益

2
,
4
6
9
,
0
7
7

 
8
2
7
,
2
1
2

 
3
,
2
9
6
,
2
8
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ
．
臨
時
損
益
等

臨
時
損
失

固
定
資
産
除
却
損

3
6
0
,
3
3
8

 
2
2
7
,
6
8
9

 
5
8
8
,
0
2
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

減
損
損
失

7
2
6

 
7
9
,
5
3
7

 
8
0
,
2
6
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の
他
臨
時
損
失

－ 
2
7
,
1
9
9
,
5
5
4

 
2
7
,
1
9
9
,
5
5
4

 
 
 
 
 
 
 
 

3
6
1
,
0
6
4

 
2
7
,
5
0
6
,
7
8
0

 
2
7
,
8
6
7
,
8
4
4

 

臨
時
利
益

貸
倒
引
当
金
戻
入
益

6
8
,
0
8
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 
6
8
,
0
8
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資
産
見
返
負
債
戻
入

7
2
6

 
7
9
,
5
3
7

 
8
0
,
2
6
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6
8
,
8
0
8

 
7
9
,
5
3
7

 
1
4
8
,
3
4
5

 

当
期
純
損
益

2
,
1
7
6
,
8
2
1

 
△
2
6
,
6
0
0
,
0
3
1

 
△
2
4
,
4
2
3
,
2
1
0

 

前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金
取
崩
額

－ 
2
7
,
1
9
9
,
5
5
4

 
2
7
,
1
9
9
,
5
5
4

 

当
期
総
損
益

2
,
1
7
6
,
8
2
1

 
5
9
9
,
5
2
3

 
2
,
7
7
6
,
3
4
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ
．
総
資
産

そ
の
他

1
3
,
2
0
4
,
4
8
7

 
 
 
 
 
 

9
7
,
1
0
1
,
9
6
8

 
 
 
 
 
 

1
1
0
,
3
0
6
,
4
5
5

 
 
 
 
 
 
 

1
3
,
2
0
4
,
4
8
7

 
 
 
 
 
 

9
7
,
1
0
1
,
9
6
8

 
 
 
 
 
 

1
1
0
,
3
0
6
,
4
5
5

 
 
 
 
 
 
 

注
１
．
事
業
の
種
類
の
区
分
方
法

　
　
中
期
目
標
に
お
け
る
一
定
の
事
業
等
の
ま
と
ま
り
ご
と
の
区
分
に
基
づ
く
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
を
開
示
し
て
お
り
ま
す
。

注
２
．
事
業
内
容

　
 
 
農
業
者
年
金
事
業
　
　
被
保
険
者
資
格
の
適
用
及
び
収
納
関
係
業
務
、
年
金
等
の
給
付
業
務

注
３
.
 
事
業
費
用
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
1
5
,
7
4
8
,
0
6
8
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
費
用
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
費
用
で
あ
り
ま
す
。

注
４
.
 
事
業
収
益
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
1
6
,
5
7
5
,
2
8
0
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
収
益
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
収
益
で
あ
り
ま
す
。

注
５
.
 
臨
時
損
失
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
2
7
,
5
0
6
,
7
8
0
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
損
失
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
損
失
で
あ
り
ま
す
。

注
６
.
 
臨
時
利
益
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
7
9
,
5
3
7
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
利
益
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
利
益
で
あ
り
ま
す
。

計計計計 計
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注
７
.
 
総
資
産
の
う
ち
、
法
人
共
通
に
記
載
し
た
9
7
,
1
0
1
,
9
6
8
円
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
資
産
で
あ
り
、
主
に
管
理
部
門
に
か
か
る
資
産
で
あ
り
ま
す
。

注
８
．
国
民
一
人
当
た
り
の
セ
グ
メ
ン
ト
費
用
は
、
農
業
者
年
金
事
業
0
円
で
あ
り
ま
す
。

※
令
和
２
年
国
勢
調
査
の
確
定
人
口
1
2
6
,
1
4
6
,
0
9
9
人
（
令
和
3
年
1
2
月
1
日
官
報
告
示
）
を
用
い
て
算
出
し
て
お
り
ま
す
。

　
追
加
的
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

　
　
農
地
売
買
貸
借
等
勘
定
に
つ
い
て
は
、
独
立
行
政
法
人
農
業
者
年
金
基
金
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
(
平
成
1
5
年
9
月

2
9
日
農
林
水
産
省
令
第
1
0
0
号
）
に
よ
る
区
分
が
な
い
た
め
開
示
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
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